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序     文 
 

 独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国政府から日本政府に対して提出された要請に基

づき、同国の税務行政改善支援にかかる情報を収集し、同国政府と協議を行うため、平成 23 年 1

月 11 日から 1 月 26 日まで、調査団を現地に派遣しました。 

 調査団は、同国政府関係者などと協議を行い、また税務行政にかかる現状調査を行いました。

帰国後に資料を取りまとめ、ここに本報告書完成の運びとなりました。この報告書が今後の本プ

ロジェクトの立ち上げ推進に寄与し、関係者の参考資料として活用されれば幸いです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 23 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部部長 桑島 京子 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 23 年 4 月 15 日 

担当部・課：産業開発・公共政策部  

財政・金融課 

 

１．案件名 カンボジア王国租税総局能力強化プロジェクト 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ 1 及び 2）」（2004 年～2010

年）の成果を継承し、国税局から格上げされた租税総局（General Department of Taxation：

GDT）に対し協力を行うことで申告納税方式を促進し GDT の徴税体制を強化することを

目的とする。具体的には１）税務調査にかかる組織的な能力の強化、及び 2）納税者サー

ビスの強化を通じて右のプロジェクト目標達成を図るものとする。 

 

(2) 協力期間：2011 年 9 月～2014 年 8 月（3 年間)（予定） 

(3) 協力総額（日本側）：約 2 億 5,900 万円（暫定） 

(4) 協力相手先機関： 

経済財務省租税総局（General Department of Taxation, Ministry of Economy and Finance）  

(5) 国内協力機関：国税庁 

(6) 裨益対象者及び規模、等 

（直接裨益者） 

GDT 本部職員（約 300 名）及び地方支署職員（約 1,000 名、プノンペン 7 支署：約 270 名）

 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、経済成長等を背景に近年税収が増

加してきたが、他 ASEAN 諸国と比較すると、申告納税制度に基づく税務行政が不十分な

うえ、納税者の納税意識の低さもあいまって国税の税収割合は低い（対 GDP に占める歳入

の割合:カンボジア 10％以下、タイ 16％、ベトナム 14％）。また、世界貿易機関（World Trade 

Organization：WTO）への加盟や、経済統合の進展にあわせ、関税収入の低下が見込まれる

中、商業省が管理している企業情報の効果的な共有を通じた納税者ベースの拡大、税務調

査の強化、啓発やクレーム対応等の納税者サービスの改善等税収増加のための行政強化が

必要な状況にある。2008 年秋には国税局が GDT に昇格し権限が拡大される一方、7 カ所

のプノンペン税務署の設置等を通じて申告納税方式が拡大することに伴い、必ずしも税務

調査手法や簿記・会計にかかる知識が十分でない税務署調査官の能力向上等の課題も新た

に生じている。 

GDT は、2004 年より実施している JICA 協力案件（国税局（GDT の前進）人材育成プロ

ジェクトフェーズ 1、2）を通じ、セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿

記会計等に関する知識の向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。結果、職員
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レベルでは、一般的な技術的知識を向上させることにつながった。しかし、歳入強化を達

成するための実務能力の向上や業務遂行上の行動変革には、現場レベルでの実践的な訓練

やオン・ザ・ジョブ・トレーニング（On the Job Training：OJT）、日常のアドバイスを通じ

た組織能力の強化が不可欠であることが前フェーズの教訓として指摘されている。また、

GDT は拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新しい業種を中心とした税務調査や納

税者サービス、これらを支える内部事務、人事管理を組織的に強化することが求められて

いる。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

カンボジア政府国家政策上の位置づけとして、以下のような政策と合致している。 

・ 「四辺形戦略」（2004 年、フェーズ 2 は 2008 年に策定）にて「グッドガバナンス」を開

発の中核かつ前提条件と位置づけ、法・司法改革や行政改革など各種改革を進めるとと

もに戦略実行の環境の 1 つにマクロ経済・財政の安定を掲げている。 

・ 「国家戦略開発計画」（NSDP）(2006 年～2010 年、後に 2013 年まで延長)は上述の四辺

形戦略及び長期目標であるカンボジア・ミレニアム開発目標（CMDGs）を達成するため

の具体的戦略として位置づけられるが、この中で良好なマクロ経済・財政環境の確保の

ための重要な手段として確実な徴税を通じた歳入強化を重視している。 

・ カンボジア政府は、公共財政管理の強化を目的とした「公共財政管理改革プログラム

（Public Finance Management Reform Program：PFMRP）」で財政の自立発展性や予算配分

の見直し、公共支出管理システム等各種改革を現在実施している。1本プロジェクトを通

じた税務行政の改善は、歳入強化につながる取り組みとして、主要重点項目のひとつで

ある財政の自立発展性に貢献するものであり、プログラムの促進に不可欠な取り組みと

なっている。 

 

(3) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

・ 対カンボジア国別援助計画における重点 4 分野のうち、「持続的経済成長と安定した社会

の実現（諸改革支援を含む）」に貢献しうる協力であるため、本プロジェクトはわが国援

助方針と合致している。 

・ また JICA は、「グッドガバナンスの強化」支援を重点分野に掲げており、その中で第 1

に「法・司法改革」、第 2 に「公共財政改革」に資する協力を行うとともに特に国税・関

税行政官の能力強化や組織運営能力強化による歳入行政改善に貢献するとしている。 

・ さらに、WB、EU、英国国際開発省（Department for International Development（UK）：DfID）

等との協調により「貧困削減成長オペレーション（PRGO）」を通じて実施されている一

般財政支援では、公共財政管理を含む 4 分野2において改革のためのアクションプラン策

定・実施を行っており、税務行政の改善や税収の増加が政策アクションまたはその達成

指標として掲げられている。 

  

                                                   
1 PFMRP のステージ１は 2004 年に、ステージ 2 は 2008 年にそれぞれ始動した。 
2 PRGO 支援では、①民間セクター開発、②公共財政管理、③公務員制度改革、④土地・天然資源管理の 4 分野において改革

のための政策アクションプランの策定・実施を行っている。 
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４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

1) 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

（指標・目標値） 

１． 納税登録企業のうち正しく申告をする納税者の割合が増加する（％）3。 

２． 期日内に納税額すべてを納める納税者の割合が増加する（％）。 

 

2) 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 

（指標・目標値） 

１．2017 年までに GDT 所管の税収額が増加する。 

２．2017 年までに GDT 所管税収の対 GDP 比が増加する（％）。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【アウトプット１】  

税務調査にかかる組織的な能力が強化される。 

（指標） 

1-1 タスクフォース協議が定期的に開催される。 

1-2 改善された内部規定の数（情報管理手法に関する規定を含む）が増加する。 

1-3 税務調査の件数が  ％増加する。 

1-4 業種に応じて系統的に行われる税務調査の件数が増加する。 

1-5 研修を受けた調査官の知識が向上する。 

 

（活動） 

1-1 税務調査にかかるタスクフォースを組織する。 

1-2 税務調査実務にかかる課題を整理する。 

1-3 税務調査・徴収をより効果的に実施するための情報収集・管理の手法を検討し、企業

の情報や納税に関するより包括的な記録の改善を行う。 

1-4 それぞれの方式による税務調査にかかる既存のマニュアル等をレビューしたうえで、

ガイドライン・マニュアルを改善、新規作成する。 

1-5 税務調査にかかる既存の研修教材等をレビューしたうえで、新規採用・現職職員に対

する研修計画を策定する。 

1-6  GDT 内関係部署からの研修講師の配置を含む研修実施体制を構築する。 

1-7 税務調査にかかる研修・OJT を実施する。 

                                                   
3 それぞれの評価指標の目標値は、プロジェクト開始後の課題の整理を行う過程でベースライン調査を実施して設定する。 
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1-8 税務調査にかかる研修・OJT で得られた経験・教訓を活動 1-4 のガイドライン等に反映

する。 

1-9 新しい課題に関して実務上のアドバイスやセミナーを必要に応じて実施する。 

 

【アウトプット２】 

納税者サービスが強化される。 

（指標） 

2-1 申告納税制度による納税者の割合が増加する（  ％） 

2-2 納税者からのクレームのうち、適切かつ期限内に対応される件数の割合が増加する

（  ％） 

 

（活動） 

2-1.納税者サービスにかかるタスクフォースを組織する。 

2-2 GDT で承認した行動計画のレビューを行い、プロジェクトで実施すべき活動を特定す

る。 

2-3 納税者サービス改善に向けたセミナーや OJT を実施する。 

2-4 web やリーフレット等の作成・更新により、納税者に対する啓発活動を強化する。 

2-5 民間セクターとの対話を通じて、納税者からのクレームを分析し、実務に反映させる。

 

(3) 投入（インプット） 

1) 日本側 

長期専門家（チーフアドバイザー／税務行政、業務調整／人材育成計画） 

短期専門家（現地での研修や OJT を支援するため、必要に応じ主に税務調査、納税者サ

ービス分野で派遣） 

本邦研修（現地での研修や OJT を支援するため、必要に応じ主に税務調査、納税者サー

ビス分野で実施） 

機材供与（税務調査、納税者サービス改善のために必要な機材の供与を要すれば限定的

に行う） 

在外事業強化費（現地におけるセミナー・研修開催、ガイドライン等作成に必要な経費）

 

2) カンボジア側 

カウンターパート配置 

カウンターパート及びセミナー・ワークショップ参加者の内国旅費 

日本人（または現地）専門家の執務室、設備、機材（必要に応じて） 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 上位目標達成のための外部条件 

・ カンボジアの経済状況が著しく悪化しない。 

・ 減税などの税制度の著しい変更が行われない。 
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2) プロジェクト目標のための外部条件 

・ プロジェクトの研修を受けた GDT 職員が大幅に離職しない。 

 

3) アウトプット達成までの外部条件 

・ 商業省（MOC）に登録された企業の情報が適切に GDT に報告される。 

・ タスクフォースメンバーの変更が頻繁に起こらず、継続的にプロジェクト活動に従

事する。 

 

4) 前提条件 

・ カンボジア政府の税務行政改革に関する政策が著しく変更されない。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、本事前評価表「３．協力の必要性・位置づけ」で述べたように、以

下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）」、「四辺形戦略」、「国家戦略開発計画」等

において、カンボジア政府の財政の自立発展性や歳入強化の重要性が表明されており、

税務行政の改善はそのための重要な手段の 1 つに位置づけられている。 

・ また、わが国の対カンボジア支援においてもグッドガバナンス強化の一環として「公

共財政改革」に資する協力は重点分野の 1 つとして位置づけられている。 

・ GDT は、申告納税制度にもとづく適切な徴税を推進するために税務行政のノウハウ強

化や組織強化が必要となっているが、本プロジェクトを通じた実践的な指導により、

その強化が図られる。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

・ 申告納税制度に基づく徴税を強化するためには、納税者の納税にかかる意識を高める

ことと、納税が正しいかどうかを適切に管理したうえで必要に応じて企業に対して納

税を要求する税務調査の 2 つの側面を同時に強化していく必要がある。本プロジェク

トにより、税務調査にかかる実践的なノウハウ及び組織能力の強化と納税者サービス

の強化を 2 つの成果として取り組むことで、プロジェクト目標「申告納税制度促進を

通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される」が図られることとなる。

・ 税務調査に関しては、一般的な技術的知識の向上に資する活動を実施する傍ら、新し

い業種への助言や内部事務管理（情報収集・管理手法の改善を含む）に関しても必要

に応じて活動を実施する計画となっており、基礎的知識の伝達だけでなくそれらを実

務に応用する際の課題に対しても適宜対応できる構造になっている。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率性にも配慮したアプローチをとっている。 
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・ GDT に対する 2 つの先行案件の成果を基盤とし、これらの経験や教訓を活かした計画

となっている。特に、先行案件により伝えられた知識を実務上にも定着できるべく、

短期専門家のみならず長期専門家の投入によりこれらに資する実務的なアドバイスを

提供できる見込みである。 

・ プロジェクトの 2 つのコンポーネント（税務調査及び納税者サービス）ごとに主要部

署の関係者からなるタスクフォースの設立がプロジェクト開始初期の活動として計画

されており、右タスクフォースのメンバーを通じて各重点部署からの協力を得、プロ

ジェクト活動を効果的かつ効率的に実施できる体制を意図している。 

・ 具体的な投入のタイミングや種類、量等の詳細計画については追って日本人専門家の

着任とともに先方と協議のうえ決定することで合意しており、プロジェクト開始後適

時に投入がなされることが期待されるが、この観点からの効率性を現時点で判断する

ことは時期尚早である。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

・ 本プロジェクトのインパクトの 1 つである上位目標は「申告納税制度に基づく税収が

増加する」ことと設定されており、プロジェクト目標である「申告納税制度促進を通

じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される」により、実際に税務行政の

能力が向上することで徴税能力及び納税者の納税意欲が高まることが想定され、上位

目標の達成が見込まれる。 

・ 他方、上位目標の達成には 1）カンボジアの経済状況が著しく悪化しないこと、及び 2）

減税などの税制度の著しい変更が行われないことが必要な外部条件であることから、

これらがプロジェクト終了後 3～5 年後までに満たされるかは今後注視していく必要

がある。 

 

(5) 自立発展性 

以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、カウンターパート及びカンボジア政府に

よりプロジェクト終了後も継続されるものと見込まれる。 

・ 政策面：政策・制度面においては、前述の「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）

（2005‐2015）」の中で税務行政の改善が重要課題の 1 つに掲げられている他、2013

年まで延長された「国家戦略開発計画（NSDP）」でも徴税を通じた歳入強化の重要性

が挙げられている。このため、カンボジア側の税務行政強化に対する積極的な姿勢は

今後も続くものと考えられる。 

・ 組織・財政面：同国の税務行政を司る GDT は 2008 年に総局に格上げされ、中央レベ

ルの 7 部署に加え支署（プノンペン市及び地方の 23 州）の機能や役割も強化された。

本プロジェクトの活動は、GDT が実施する本来業務（税務調査及び納税者サービス）

を基盤とし長期専門家による実務レベルの助言や OJT を行うものであり、プロジェク

ト終了後も各タスクフォースのメンバーを中心に各配属先にてプロジェクトの効果を

継承した活動を継続していく見込みはあるものと判断される。 
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・ 技術面：本プロジェクトで伝えられる技術の多くは、日常の実務レベルでの助言等を

通じて伝えられるものであり、これらの技術の組織内への着実な定着を図ることで技

術面での自立発展性に配慮したアプローチをとっている。なお、税務調査に関しては、

その活動の一環として「（登録や企業情報、申告情報に係る）情報収集・管理手法の改

善」も計画に含まれており（活動１－３）、これらの改善案が GDT 及び支署の職員に

より受け入れられ、実務にて活用されていくことで本プロジェクトの技術面での自立

発展性をさらに高めることができるであろう。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

・ 特段の記載事項なし 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「カンボジア国国税局人材育成プロジェクト（フェーズ２）においては、本件と同様、カン

ボジアの税務行政改善のための能力向上を実施してきた。しかしながら、セミナーは多数実施

したものの、長期専門家の不在によりその後のフォローアップや実務面での OJT による指導が

十分に行えず、結果的に個人の能力強化に限定されることとなった。そのため、当該プロジェ

クトの教訓として、組織の能力強化を達成するために、個人の能力強化を組織的な強化に昇華

させるためのアプローチ、すなわち技術移転の成果の共有や日常業務への適用、体系的な人材

育成制度の構築など、制度構築や環境整備を支援する具体的な活動や投入を組み込んだプロジ

ェクトデザインが必要であることが指摘されている。本件では本邦協力機関の支援を得つつ、

より長期に投入が可能な体制を確立するとともに、組織の能力強化達成につながる枠組みを意

識した内容とした。 

 

８．今後の評価計画 

2011 年 6 月頃 討議議事録（Record of Discussion：R/D）署名 

2014 年 3 月頃 終了時評価 

 



－1－ 

第１章 調査実施の背景・目的 
 

１－１ 調査の背景 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、経済成長等を背景に近年税収が増加

してきたが、他 ASEAN 諸国と比較すると国税の税収割合は低い（対 GDP に占める歳入の割合:

カンボジア 10％以下、タイ 16％、ベトナム 14％）。また、世界貿易機関（WTO）への加盟や、

経済統合の進展にあわせ、関税収入の低下が見込まれる中、税収増加のための税制のあり方も

改革が必要な状況にある。カンボジア政府は、2005～10 年の「公共財政管理改革プログラム」

で各種改革を実施しており、税務行政の改善は、主要重点項目のひとつである財政の自立発展

性のもと、プログラムの促進に不可欠な取り組みとなっている。2008 年秋には国税局が租税総

局（GDT）に昇格し権限が拡大される一方、7 カ所のプノンペン税務署の設置等を通じて申告

納税制度にもとづく徴税が拡大することに伴い、必ずしも税務調査手法や簿記・会計にかかる

知識が十分でない税務署調査官の能力向上等の課題も新たに生じている。 

GDT は、2004 年より実施している JICA 協力案件（国税局人材育成プロジェクトフェーズ１、

２）を通じ、セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿記会計等に関する知識の

向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。結果、職員は、日本の経験に基づく一般

的な技術的知識を向上させ、業務の効率化に取り組んでいる。しかし、歳入強化を達成するた

めの実務能力の向上や業務遂行上の行動変革には、長期の専門家による実践的な訓練やオン・

ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）、日常のアドバイスが不可欠である。また、GDT は拡大さ

れた権限に見合う機能を果たすべく、新しい業種を中心とした税務調査や納税者サービス、こ

れらを支える内部事務、人事管理を強化することが求められている。以上の認識に基づき、カ

ンボジア政府はわが国に本件支援を要請し、実施採択となった。 

本調査では、要請案件内容に関する情報収集と共に、現地調査を行ってカンボジア政府と共

にプロジェクトの詳細活動計画策定と討議議事録（R/D）締結に向けた協議を行った。 

 

１－２ 調査の目的 

・ カンボジアにおける GDT の実施体制、税務行政実施上の戦略、現状、課題等について確

認する。 

・ わが国のこれまでの支援にかかる成果及びその後のフォローアップ状況を確認する。 

・ 他ドナーの当該分野における支援状況を確認する。 

・ 案件要請内容を確認したうえで、プロジェクト内容を協議する。 

・ R/D 案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案、活動

計画（Plan of Operations：PO）案を提示し、カンボジアとして合意・締結作業を進める旨

の協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結する。 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 阿部 裕之 JICA 公共政策部 財政・金融課 課長 

協力企画 辻 研介 JICA 公共政策部 財政・金融課 調査役 

税務行政 下野 哲史 国税庁税務大学校 研究部国際支援室 

企画専門官 兼 国際業務課 

評価分析 田中 祐子 （株）VSOC 第二事業部  

コンサルタントグループ 

 

１－４ 調査日程 

No 日付 曜日 行程（評価分析団員） 行程（その他団員） 宿泊先 

1 1/11 火 19:40 プノンペン着  プノンペン

2 1/12 水 

8:00 JICA 事務所表敬・打合せ 

10:00 GDT 打合せ 

14:30 企業調査局（EAD）ヒアリング 

15:45 納税者サービス・延滞税管理局

（TSTAD）ヒアリング 

 

〃 

3 1/13 木 

9:00 EAD ヒアリング 

10:00 情報通信局（ITD）ヒアリング 

11:00 人事管理・財務局（PAFD）ヒアリ

ング 

14:00 大規模納税者管理局（LTD）ヒア

リング 

15:30 法規・統計局（LLSD）ヒアリング 

16:30 徴税管理局（CD）ヒアリング 

 

〃 

4 1/14 金 

8:30 GDT 重点部署関係者との協議 

  （プロジェクトの枠組み） 

14:30 Tax Branch (Daun Penh 地区支署)訪

問 

 

〃 

5 1/15 土 書類整理  〃 

6 1/16 日 書類整理  〃 

7 1/17 月 

8:00 世界銀行ヒアリング 

11:30 DFDL（財政・金融分野コンサルタ

ント） 

14:30 GDT 重点部署関係者との協議 

（プロジェクト枠組み） 

 

〃 

8 1/18 火 

8:30 GDT 重点部署関係者との協議 

  （プロジェクトの枠組み） 

14:30 GDT 協議（続き） 

19:40 プノンペン着

〃 
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No 日付 曜日 行程（評価分析団員） 行程（その他団員） 宿泊先 

15:00 US 大使館、USAID 訪問 

（カンボジア事務所にて対応） 

9 1/19 水 

9:00 GDT 重点部署ヒアリング 

（評価 5 項目について） 

10:30 ヒアリング結果分析、取りまとめ 

9:00 JICA事務所表敬

10:30 GDT 表敬 〃 

14:30 団内打合せ 

10 1/20 木 
8:30 GDT との協議（プロジェクト枠組み） 

14:30 GDT との協議（続き） 
〃 

11 1/21 金 

8:30 経済財務省（MEF）表敬 

10:00 GDT との協議（プロジェクト枠組み） 

15:00 大使館表敬 

〃 

12 1/22 土 団内打合せ、書類整理 〃 

13 1/23 日 団内打合せ、書類整理 〃 

14 1/24 月 
8:30 GDT との協議（プロジェクト枠組み、M/M 内容等） 

14:30 GDT との協議（続き） 
〃 

15 1/25 火 

8:00 JICA 事務所報告 

11:00 PFM メンバー会議 

14:30 大使報告 

プノンペン発 

〃 

16 1/26 水 成田着  

※協力企画団員のみ他用務の関係で、ベトナムより 1/19 午前中にプノンペン入り。 

※また、2011 年 6 月 21 日（月）から 6 月 25 日（土）の第 2 回調査時に本件 R/D 締結を行った際

に、GDT や支署等を訪れ追加情報の収集を行った。 
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第２章 税務行政の現状と課題 
 

２－１ カンボジアの税務行政概要 

２－１－１ 租税総局の組織概要 

国税局は 2008 年 9 月に経済財務省（Ministry of Economy and Finance：MEF）の一部から総局に

格上げされ、GDT となった。GDT は中央レベルに 7 部署、支署はプノンペン市内に 7 支署、地方

の各県に 23 支署を有している。GDT 本部の各部署のスタッフ数は表２－１、支署の職員数は表２

－２のとおりである（GDT 組織図は収集資料 1 を参照）。 

 

表２－１ GDT 職員数（本部 7部署） 

PAFD LLSD TSTAD CD ITD LTD EAD 合計 

21 48 16 30 13 86 104 318 

出所：GDT からのヒアリング及び提供データ 

（各部局の名称及び略称） 

人事管理・財務局（Personnel Administration and Finance Department：PAFD） 

法規・統計局（Law Litigation - Statistic Department：LLSD） 

納税者サービス・延滞税管理局（Taxpayer Service and Tax Arrear Department：TSTAD） 

徴税管理局（Controlling Department：CD） 

情報通信局（Information Technology Department：ITD） 

大規模納税者管理局（Large Taxpayer Department：LTD） 

企業調査局（Enterprise Audit Department：EAD） 

 

表２－２ 支署の職員数 

支署 職員数（名） 

プノンペン市内（7 支署） 274 

全国州（23 州） 724 

支署合計 998 

          出所：GDT 提供データ 

 

上記 7 部署のうち、納税者登録や申告の受付、徴税、滞納金の徴収に至るまでの一貫した管理

は大企業1の場合には大規模納税者管理局（LTD）、中小企業の場合にはプノンペン市または地方

（23 州）の支署が実施している。税務調査については、すべての納税者の包括調査は企業調査局

（EAD）が実施し、簡易調査もしくは机上調査は LTD もしくは支署で実施している（詳細は後述

する）。なお、GDT では納税者登録から徴税、調査にかかる実務を行うとともに税制にかかる企

画立案・法案の機能も有している2。2009年には徴税業務の一部を中央から地方の各支署に移管し、

中小規模の納税者（中小企業）の登録や徴税を実施している。なお、GDT の昇格に伴い、国税学

校が MEF 管轄下から GDT 管轄になり、現在税務学校の建設が進められている。これまで税務学

                                                        
1 年間売上額が 10 億リエル（約 25 万ドル）以上の企業を指す。更に一部の部署（EAD）では、80 億リエル（約 200 万ドル）

以上の企業を Special and International Taxpayer として区別している。 
2「カンボジア国税局人材育成プロジェクト（フェーズ 2）」加藤専門家報告書より 
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校校舎の建設が完了されたが、研修に係る資機材の調達はまだなされていない。また、国税学校の

専任職員も学校長と副校長が任命された程度であり、学校としての本格稼動には時間がかかる見込

み。 

 

２－１－２ 支署（プノンペン市及び州）の概要 

支署（プノンペン市内の 7 つの支署及び 23 州の支署）の機能や役割は 2008 年の GDT 昇格とと

もに強化され、その数も増加した。例えば、プノンペン市内では GDT の昇格に伴い支署の数は 1

カ所から 7 カ所に増設された（各支署のスタッフ数内訳は収集資料 2 参照）。 

 

各支署（Tax Branches）は、管轄する地域にある中小規模納税者に対し、納税者登録、納税者サ

ービスの提供、申告受付、徴税、調査（簡易、机上のみ）、延滞金の徴収などすべての業務を実施

している3。今般調査で訪問したプノンペン市内 Daun Penh 地区にある支署では現在 49 名のスタッ

フがこれらの業務に従事している。同支署における徴税額を以下表に示す。 

 

表２－３ 支署（Daun Penh 地区）における徴税額（2009～2010 年） 

年 徴税額（合計） うち、申告納税による 

徴税額 

うち、推計課税による

徴収額 

2009 32,694.2 23,317.4 9,376.8 

2010 46,610.0 33,268.4 13,341.6 

増加率（2010/2009） 42.6％ 42.7％ 42.3％ 

  単位：百万リエル 

  出所：Daun Penh Tax Branch 提供データ 

 
2009 年から 2010 年にかけて徴税額が 40％以上増加しているが、この主な理由として①地区

内の企業数が増加した、②未払い金の回収に努めた、③税務調査により実地調査がきちんと実

施された、等が挙げられる4。また、支署全体の徴税額のうち 70％強を申告納税による徴税が

占める。 

 

また、Chamkarmon 地区にある支署では現在 65 名のスタッフが、署長の指揮の下、納税者サ

ービス・登録、申告、税務調査、徴収の 4 部門に分かれて従事している。 

同地区は他地区に比例して群を抜いた徴税実績を上げている（単月で約 9,000 百万リエル）

をあげているが、管内に 6,000～7,000 名の事業主を抱えており、徴収部門 10 名が毎日推計課

税の徴収に出向く必要があるなど、業務は多忙を極めている。 

納税額内訳は、上記のうち約 95％は申告納税方式によるもの。 

支署が所掌する簡易調査と机上調査の対象先決定については、机上調査は署長の権限で、簡

易調査は署長の方針を GDT に提案したうえで GDT が決定することとなっている。 

 
                                                        
3 中央の場合、大規模納税者管理局（LTD）が支署と同じ組織構造となっており、納税者登録からサービス提供、申告受付、徴税、調査

まですべての納税者管理を実施している。このことから、LTD と支署は納税者管理を一括して行っている。 
4 Daun Penh 地区支署長とのインタビューによる（2011 年 1 月 14 日） 
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２－１－３ 税務行政の概要 

(1) 主な税項目及び税収 

カンボジアの税制は 2003 年に制定された税法に規定され、そのうち、GDT が所管する税項

目は、収益税、給与税、売上高税、付加価値税、源泉徴収税、その他固定商品・サービス税、

土地建物使用税、酒類・タバコ税や交通税等の地方税があてはまる。 

GDT の税収額は 2006 年 886,025 百万リエル（対 GDP 比 2.97%）から 2010 年には 2,081,552

百万リエル（同 4.26%）と年々増加しており、対 GDP 比も増加傾向にある（表２－４参照）。

参考までに税収全体（関税を含む）と GDT の税収内訳及びこれらの対 GDP 比の推移を以下

の表に示す。 

 

表２－４ 税収額と対 GDP 比の推移（2006-2010） 

 2006 2007 2008 2009 2010 

税収合計 

（関税分も含む） 

2,372,000 3,343,000 4,346,000 4,386,000 5,009,000

対 GDP 比（％） 7.9 9.5 9.5 9.8 10.3

GDT の税収合計 886,025.40 1,259,119.38 1,736,251.50 1,745,427.67 2,081,552.12

対 GDP 比（％） 2.97 3.59 3.81 3.91 4.26

GDP 29,849,000 35,042,000 45,583,000 44,696,000 48,843,000

単位：百万リエル 

出所：税収合計及び GDP については IMF4 条協議報告書、GDT の税収合計については GDT 提供デ

ータをもとに作成。 

 

GDT による税収の主な税項目のうち給与税（Tax on Salary：TOS）、収益税（Tax on Profit：

TOP）、売上高税（Tax on Turnover）、付加価値税（Value Added Tax：VAT）は法人が対象と

なっている。収益税は税収全体の約 30％、付加価値税は約 35％程度を占めている。GDT 税収

に占めるこれら項目の内訳と割合の推移を以下の表に示す。 

 

表２－５ 主な税項目の内訳（2006-2010） 

主な税項目 2006 2007 2008 2009 2010 

給与税 

(TOS) 

46,969.79

(5.64％)

66,580.44 

(5.29％) 

99,338.56 

(5.72％) 

128,564.34 

(7.37％) 

153,643.46

(7.38％)

収益税 

(TOP) 

262,267.45

(30.16％)

387,921.85 

(30.81％) 

518,570.39 

(29.87％) 

571,298.00 

(32.73％) 

594,821.92

(28.58％)

売上高税 (tax 

on turnover) 

14,896.51

(1.68％)

14,759.33 

(1.17％) 

16,533.01 

(0.95％) 

17,120.11 

(0.98％) 

26,434.10

(1.27％)

付 加 価 値 税

（VAT） 

328,884.56

(37.12％)

444,693.82 

(35.32％) 

629,037.54 

(36.23％) 

604,942.82 

(34.66％) 

738,626.73

(35.48％)

各種地方税 116,281.17

(13.12％)

187,324.31 

(14.88％) 

263,581.85 

(15.18％) 

192,535.51 

(11.03％) 

257,677.69

(12.38％)
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その他 116,725.92

（13.17％）

157,839.63 

(12.54％) 

209,190.15 

(12.05％) 

230,966.89 

(13.23％) 

310,348.22

(14.91％)

GDT 税収合計 886,025.40 1,259,119.38 1,736,251.50 1,745,427.67 2,081,552.12

単位：百万リエル（ただし、カッコ内は GDT 税収全体に占める％） 

出所：GDT 提供データを基に作成。 

 

収益税の税率は通常 20％であるが、石油と天然ガスの生産や天然資源の開発により生じた

収益に対しては、30％の税率が適用される5。なお、付加価値税の税率は通常 10％となってい

る6。 

 

(2) 申告納税制度について 

申告納税制度は 1994 年より導入され、現在同制度に登録されている企業数は全体の約 27％

を占める。申告納税への登録が必要な基準（閾値）は以下表のとおり設定されている。 

 

表２－６ 申告納税制度にかかる閾値7 

企業の種類 年間売上額 

サービス業 2.5 億リエル（約 6 万 2,500 ドル）以上 

公的企業 1.25 億リエル（約 3 万 1,250 ドル）以上 

その他企業 5 億リエル（約 12 万 5,100 ドル）以上 

注：1 ドル＝約 4,000 リエルで換算 

 

申告納税制度で登録している企業は約 19,400 社あるのに対し、推計課税制度で登録してい

る企業は約 53,000 社あるとされている（表２－７参照）。大企業はすべて申告納税制度で登

録されるが、これに加えて中規模の企業であれば申告納税制度で登録しているところも存在

する8。一方、申告納税制度で登録している企業の約半数は適切に申告していないともいわれ

ている9。なお、徴税額全体の約 9 割が申告納税制度による税収となっているが（表２－７参

照）、なかでも徴収額全体の約 80～85％は大企業から収められる税金となっている。 

 

表２－７ 登録企業数と徴税額（2010 年 10 月） 

納税制度 登録企業数 徴税額 

申告納税 19,428 社（27％） 17,160,428,717 リエル（約 4,290,107 ドル）

推計課税 53,015 社（73％） 1,673,367,795 リエル（約 418,342 ドル） 

注：カッコ内は全体企業数に占める企業の割合。 

出所：GDT 提供データ 
                                                        
5 DFDL(2010)。なお、このほか、カンボジア開発協議会（Council for the Development of Cambodia：CDC）により減税措置の

認定を受けた特定投資プロジェクトに関しては、9％の税率が適用される。 
6 DFDL(2010)。ただし、物品サービスの輸出や物品・人の国際的輸送・交通に関する場合は 0％の税率が適用されることもあ

る。 
7 GDT では、年間売上額が 10 億リエル以上を大企業と定義づけており、大企業はすべてが申告納税制度をとっている。 
8 GDT 職員とのインタビューによる（2011 年 1 月 13 日） 
9 世銀ニーズアセスメント報告書（2009） 
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２－２ 主な徴税業務の概要 

２－２－１ 業務フロー（納税者登録、申告モニタリング、徴収、税務調査等） 

カンボジアでは、全法人が納税のための登録義務を負っている。納税者登録は大企業であれば

GDT 本部の LTD で、中小企業であれば管轄する地区・州の支署で申請を行う。納税者登録のデー

タは LTD または支署でまず入力され、ハードコピーは TSTAD に送付され TSTAD にてすべての納

税登録者情報を管理している。登録受付後、受付先の LTD または支署において税の申告・納税が

なされるかどうかをモニタリングし、適切な申告・納税がなされなかった場合には調査（簡易調査

または机上調査）を実施する。更に詳細な調査が必要と判断されれば、EAD に情報提供がなされ、

包括調査が実施される（図２－１参照）。 

 

 

注：実線はすべての納税者に対して、破線は必要に応じてなされる業務を示す。 

出所：GDT からのヒアリングをもとに調査団作成 

図２－１ 納税者登録の業務フロー 

 

２－２－２ 納税者サービス 

納税者サービスの提供は、大企業の場合には中央の LTD により、中小企業の場合には管轄する

地区・州の支署によりそれぞれ実施される。納税者からの相談や質問受付もこれらを窓口として実

施している。なお、中央の TSTAD は納税者サービスの実施にかかる企画や政策立案、セミナーや

ラジオ等のメディアを通じた啓発活動、パンフレットの作成等を実施しており、LTD や支署レベ

ルで対応できない事柄についての納税者からの質問に応じている。なお、これまで特許税にかかる

パンフレットを作成済みであり、現在新しく導入された不動産税の登録様式やガイドラインなどを

ドラフト中。 

 

２－２－３ 税務調査 

GDT が実施する税務調査は、①包括調査（Comprehensive Audit）、②机上調査（Desk Audit）、

③簡易調査（Limited Audit）の 3種類がある。机上及び簡易調査については大規模納税者管理局（LTD）

または区・州の支署で実施している。包括調査は、すべての規模の納税者（プノンペン市内及び全
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国の大企業、中小企業）を対象に EAD で実施している。GDT の月次報告によれば、2010 年 10 月

の調査数は包括調査 64 件、机上調査 15 件、簡易調査 13 件となっている10。各調査の主な概要は

以下の表のとおりである。 

 

表２－８ 税務調査の種類 

 机上調査／簡易調査 包括調査 

実施部署・

支署 

・ 大規模納税者であれば、LTD 

・ 中小規模納税者であれば、管轄する区

または州の支署（Tax Branches） 

・ 企業調査部（EAD） 

 

対象となる

時期 

・ 現行年内 ・ 過去 1 年～10 年前まで 

対象となる

期間 

・ 通常 6 カ月未満（3 カ月～6 カ月程度

連続した月次申告を確認） 

・ 1 年間を単位とし、1 年～数年間分の

申告書類をチェックする（最大 10 年

前までさかのぼることができる）。 

実地調査 ・ 机上調査では実施せず。 

・ 簡易調査では実施する場合もある。 

・ 実施する。 

調査対象の

選定方法 

・ 月次または年次の申告書類をチェッ

クする過程で、記載内容に不明瞭な点

があるなどで詳細な調査が必要と判

断されれば実施。 

・ EAD 内の調査プログラム管理課

（Audit Program Management Bureau）

が選定する。 

税目 ・ 基本的な税目を中心にチェックする。 

（源泉徴収税、所得税、付加価値税、

等） 

・ すべての税目（13～14 項目）をチェ

ックする。 

・ 収益税が重要項目。 

出所：GDT からのヒアリングをもとに調査団作成。 

 

なお、包括調査を行う際、EAD の調査プログラム管理課（Audit Program Management Bureau）に

より対象企業が選定されるが、その際の選定基準は明確には存在しておらず、申告書類や証憑書類

などを見てその都度判断しているということが確認された。例えば、業種により申告額がその業種

の平均的な額に比べて過少だと判断される場合には、税関など他機関に情報提供を依頼し、また入

札に参加しているかどうか等の周辺情報も調べることとなっている。 

 

２－３ GDT が抱える課題 

今般の現地調査で明らかになった GDT の課題について、(1)税務調査、(2)納税者サービスに関

する課題及び(3)支署の課題に分けて以下記載する。 

 

２－３－１ 税務調査の課題（本部） 

税務調査は本部では EAD 及び LTD の税務調査課（Tax Audit Bureau）が実施しており、中小

企業については管轄する支署の税務調査室がそれぞれ実施している。上記２－２－３で概観し

たとおり EAD はプノンペン市内及び全国における大企業、中小企業に対して包括調査を実施

                                                        
10 GDT’s Monthly Report, October 2010。なお、EAD からの報告によれば、同部署で実施する包括調査の件数は、1,044 件（2008

年）、880 件（2009 年）、1,017 件（2010 年）と推移している（2011 年 1 月 12 日、インタビュー時に提出された資料による）。 
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する一方、LTD と支署では机上または簡易調査のみを実施している。税務調査の課題は対象と

する企業規模により異なるが、ここでは主に本部レベルで抱える税務調査に関する課題につい

て以下に示す。 

 

(1) 金融業、IT 業、電気通信業（テレコミュニケーション）、証券取引及び仲買業者などの

振興業種に対する税務調査の徹底及び改善 

(2) キャピタルゲイン税及び国際税に関する知見の向上 

(3) 税務調査を実施するにあたり必要な情報（登録情報、企業情報の更新、納税額、延滞額

の有無など）の収集や管理方法に関する改善 

(4) （税務調査に特化した課題ではないが、）税務行政をより効率的・効果的に行うための内

部事務の強化として、職員の意識向上（倫理研修等）や中長期的人材開発戦略の策定 

 

２－３－２ 納税者サービスの課題（本部） 

納税者サービスの課題は主に(1)登録情報に関するものと(2)納税者の啓発に関するものとに

分けることができる。GDT では納税者サービスを管轄する部署が納税者登録業務や登録情報の

管理を行っているが、登録後に企業が住所や代表者名の変更をした場合や廃業した場合等に適

宜登録情報の変更手続きが適切になされていないことが問題となっている。このことは中小企

業を管轄する支署でより顕著な傾向であった11。 

 

なお、納税者の啓発については、納税者としての義務と権利をより広く周知するとともに申

告手続きや書類作成方法に関する説明を徹底することで、期限内に正確な申告を挙げ、かつ必

要額を納税する納税者の割合を増加させることが重要な課題となっている。 

 

本部では、TSTAD が全国規模の納税者サービスに関するパンフレット作成や大学等との連携

の下でセミナー開催を実施している。個別納税者の対応は、大企業であれば TSTAD、中小企業

であれば管轄する支署がそれぞれ実施しており、支署レベルでは対応できない問い合わせがあ

った場合のみ TSTAD で検討することもある。今般調査で挙げられれた課題として、2011 年 2

月より新規に導入予定の固定資産税に関する納税者への啓発活動や納税者対応全般のノウハ

ウが挙げられた。 

 

２－３－３ 支署の課題 

プノンペン市内の支署（Daun Penh 地区及び Chamkarmon 地区）とのインタビューによれば、

同支署では以下のような課題を抱えていることが報告された。 

(1) 納税者が納税することに消極的、非協力的なケースがあること。特に申告納税方式に移

行するメリットがなく、事業主は申告納税に移行したがらない傾向がある（ほとんど実

績なし）。 

(2) 事業主は起業後 5 日間のうちに納税者登録を行う必要があるが必ずしも徹底されていな

い。そのため、Chamkarmon 支署では徴税部門の職員が地道に企業まわりをして、納税

者登録及び推計課税分の徴税を行っている状況。 
                                                        
11 GDT 関係者（本部及び支署）とのインタビューによる。 
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(3) 税務行政上の課題として、納税者サービス、啓発活動が徹底できていない。活動として

は法令改訂にかかる文書通知や固定資産税導入後のセミナー等を行っているが、支署レ

ベルで納税者サービス（啓発活動等）に特化した予算も限られており、その活動規模は

限られている。 

(4) 机上調査や簡易調査にかかる税務調査のマニュアルがなく、系統的な調査業務が行えて

いない。税務調査など強制的な対応が十分に出来ていない（2002 年から 2003 年にかけ

て IMF の支援で整備された約 50 項目の通達や過去の JICA セミナーの資料等を参考に独

自に実施しているが、例えば、e-commerce 導入による決済や新しいソフトウェアで作成

された会計書類などを調査するにあたり支署の職員の知識が追いつけていない）。 

(5) 調査をするにあたり他関連機関から納税者の情報を得ることに限界があること（銀行、

税関などでは個人情報保護との関連等で情報公開できないケースがある、対象となる中

小企業等の所在がわからないなど情報がアップデートできていない等）。 

(6) GDT と支署間の情報共有・連携体制が不十分。たとえば支署に知らされないまま、GDT

の EAD が支署管轄下の企業に包括調査に入る、また双方で調査に必要な情報が共有さ

れない、といった課題が存在。 

(7) 新規職員の確保の必要性（定年退職者により職員数が減少している。2011 年度には新た

に約 300 名の職員を雇用する計画があるものの、実践力としてすぐ頼ることは難しい） 

 

このほか、上記（１）に関連して登録している企業の所在を特定できないケースも多く、そ

れらの企業は税金を未払いか廃業して届け出ていないものと考えられる12。 

 

２－３－４ GDT の採用・研修にかかる現状と課題 

現在経済財務省が中心となって、税務当局への 300 名の新規採用の選考が進められており、

2011 年 8、9 月ごろには採用が決定される予定。内訳は大卒でプノンペンの GDT 等に配属され

る A 種 80 名、短大卒で地方に配属される B 種 100 名、高卒で地方に配属される C 種 120 名で

構成される。 

これら新規採用者については、2011 年 11 月ごろから新規採用研修を行う予定で準備を進め

ており、現在整備中の税務学校にて行う予定。本税務学校は建物は建設済みであるが、研修用

の機材や什器等はまだ整備されておらず、上記研修開始に間に合うよう、現在経済財務省に予

算申請を行っているところ。 

米国財務省の支援（詳細後述）により、採用当初からの職種別研修カリキュラム案が提案さ

れているが、現在 GDT では、新規採用職員に対して一般的な研修を行って後、配属先にてそ

れぞれの職種別研修を行うという体制をとっているため、今後人材育成の方法について、米国

財務省の提案をどのように採用していくのか検討中である。 

2011 年秋に予定される 300 名の新規採用研修は、2008 年に GDT が格上げとなって以来事実

上初めての組織だった大規模な研修となるが、これまでも新規に採用された少人数向けの研修

は行ってきた実績があり（2003 年には 60 名に対して実施）、講師や教材についてはこれまでの

実績に倣って準備していく方向とのこと。なお、講師は GDT の現職職員や大学教授等が務め、

                                                        
12 Daun Penh 地区の場合は 2009 年設立時に GDT より提供された管轄区内の企業のうち約 5 割は特定することができなかった

（2011 年 1 月 15 日 支署長とのインタビューによる）。 
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教材はこれまで使っていたものをもとに適宜準備していく予定となっている。 

新規採用研修は税務・行政にかかる基礎的な講義を行い、研修後にこれら職員がそれぞれの

所属に配属されて後、現場にて OJT や個別研修を通じて、それぞれの専門的な研修を受ける予

定。 

これまでの人事ローテーション上、一度配属された職種から大きく変更することは少ない。 

 

２－４ JICA による過去の協力実績と課題 

２－４－１ 国税局人材育成プロジェクト 

カンボジアの徴税能力強化、徴税基盤拡大のために、もっとも深刻な人的資源の不足を解消

し、職員の人材育成を行うことを目的に、2004 年から小規模の「国税局人材育成プロジェクト」

を実施。短期専門家によるセミナーや国別研修等の小規模な投入を通じて、簿記・会計や税務

調査手法といった税務調査実施に必要となる基本的な知識の定着が図られた。 

 

２－４－２ 国税局人材育成プロジェクト（フェーズ 2） 

さらに、税務行政に関する制度整備や総合的人材育成をさらに進め、税務行政効率化や歳入

基盤強化を目的とする技術協力プロジェクトが要請され、2007 年 6 月から 3 年間にわたり、「国

税局人材育成プロジェクト（フェーズ 2）」が実施された。 

 

(1) 活動実績と成果 

フェーズ２においては、1 名の長期専門家（業務調整/研修計画：30 カ月）及び税務行政

に係る各分野に関する短期専門家（年間数名）が派遣された。また、これら専門家派遣に

よる現地での活動に加え、本邦研修がプロジェクト期間中に計 2 回が実施された。 

現地に駐在する業務調整専門家と C/P との協議に基づく活動計画管理により、C/P のニ

ーズを汲み取った各種研修やセミナーがおおむね計画どおり実施された。 

具体的には、税務調査法、納税者サービス、納税者情報管理、納税者権利救済制度や異

議申し立て、簿記会計等の短期セミナーが実施され、多くの中央・地方税務職員の税務行

政にかかる知識獲得に貢献した。 

 

(2) プロジェクトの評価と課題（終了時評価報告書より） 

同国政府の歳入基盤の強化への必要性と、それにおける租税総局の果たす役割の重要性

にかんがみ、本プロジェクトの妥当性の高さが評価されるとともに、プロジェクト目標で

ある「カンボジア国税局の能力が向上する」に対し、「職員個人の能力強化」の視点から

は達成度が高いとの判断がなされた。 

しかしながら、セミナーや本邦研修は多数実施されたものの、すべて短期間による実施

にとどまり、かつ税務行政を専門とする長期専門家が現地にいないことから、セミナー等

の活動後のフォローアップや実務面での OJT による指導が十分に行えず、結果的にセミナ

ーや本邦研修を通じた税務行政にかかる新しい知識を獲得するという個人の能力強化に

限定されることとなった。 

そのため、当該プロジェクトの教訓として、組織の能力強化を達成するために、個人の

能力強化を組織的な強化に昇華させるためのアプローチ、すなわち技術移転の成果の共有
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や日常業務への適用、体系的な人材育成制度の構築など、制度構築や環境整備を支援する

具体的な活動や投入を組み込んだプロジェクトデザインが必要であることが指摘されて

いる。 

 

２－５ 他ドナー機関の協力概要 

２－５－１ 公共財政管理改革プログラム（PFMRP） 

PFMRP は 2004 年 12 月に策定され、2015 年を目標年とする 10 年間のプログラムである。主

要ドナーには、世界銀行、国際通貨基金（International Monetary Fund：IMF）、英国国際開発省

（DfID）、オーストラリア国際開発庁（Australian Agency for International Development：AusAID）、

欧州委員会（European Commision：EC）、日本、カナダ国際開発庁（Canadian International 

Development Agency：CIDA）、スイス国際開発協力公社（Swedish International Development 

Cooperation Authority：SIDA）等が参加しており、これらの機関で Partneship Principles という合

意文書が調印され、他の分野に先駆けて SWAp 型の取り組みが進められている。PFMRP では

行動計画を次の 4 フェーズに整理しフェーズ毎に段階的に取り組むとしており（表２－９参照）、

現在は 2008 年から開始されたフェーズ２の行動計画に関する改革が実施中である。 

 

表２－９ PFMRP の 4 つのフェーズ 

フェーズ 行動計画 

１ 予算の信頼性の向上 

２ 内部統制及びアカウンタビリティーの向上 

３ 公共投資計画とリンクした予算策定プロセスの強化 

４ 予算、計画、執行、評価の一体管理の実現 

出所：経済財務省ホームページ（http://www.mef.gov.kh/pfmrp.php）の情報をもとに作成。 

 

２－５－２ GDT に対する他ドナー機関の取り組み 

GDT に対しては世界銀行が 2009 年にニーズ調査13を実施したが、その後同調査結果に基づき

GDT への具体的協力は現段階では予定していないことが確認された。PFMRP14に参加するその

他ドナーにおいても GDT または税務行政分野で具体的な協力をしているケースはなく、唯一

日本のほかに米国財務省が短期専門家ベースでの協力を実施している。米国の GDT に対する

支援概要は以下のとおり。 

 

表２－10 米国財務省の協力概要 

協力分野 主な内容 

税務調査 ・ 特定業種に対する税務調査改善（建設・交通セクター、テレコミュ

ニケーション、製造業にかかるマニュアル作成） 

・ 移転価格（transfer pricing）に関する税務調査 

戦略・実務的計画 2010 年に策定された「戦略計画及び実務計画」の実施促進支援 

                                                        
13 General Department of Taxation Assistance Needs Assessment Consultation Project for World Bank (December 2009) 
14 世界銀行担当者（Ms. Leah April 氏、Senior Public Sector Management Specialist）とのインタビュー（2011 年 1 月 17 日）によ

る。 
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納税者サービスと

教育 

・ 納税者の税法や申告・納税義務への理解の促進 

・ 納税者情報の守秘義務について 

・ 学校での租税教育プログラム開発に向けての基礎的協力 

石油・鉱物資源採掘

セクターの課税 

・ 石油業への課税に関する税法の修正案の採択に向けた支援 

・ その他税法の修正・改正にかかる実施規則の策定支援 

・ 鉱物資源採掘セクターの課税に関する税法修正案の立案支援 

プロジェクト運営

管理研修 

実施中プロジェクトの運営管理に関するソフトウェアの提供及びソフト

ウェア使用にあたっての研修 

人材開発研修 ・ GDT の研修実施に関する現状調査の実施 

・ GDT の優先順位に基づいた研修手法の開発 

出所：Work Plan for 2010, US Department of the Treasury, Office of Technical Assistance の情報をもと

に調査団作成 
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第３章 事業事前評価結果 
 
３－１ 団長所感 

GDT に対する協力は GDT の前身である国税局を対象とした人材育成計画を 2004 年より実施し

てきており、短期専門家の複数回派遣や本邦研修を通じて職員個々の能力向上に取り組んできた

結果、初期の目的を達成し、2010 年 6 月に終了したところである。しかしながら、カンボジア経

済の急速な発展に伴って課税対象の業種が複雑化していること、また、カンボジア経済の発展に

より日系企業の進出機会の増加が想定されることから国際標準を備えた税務行政の整備が望まれ

ること、自由貿易協定の煽りで歳入の 60％を占める関税収入の縮小が見込まれることから対 GDP

比 12％に過ぎない歳入の強化が喫緊の課題であること、GDT は 2008 年 9 月に MEF の一部から

総局に格上げされた比較的新しい組織であり、組織強化が急がれること、等にかんがみると、今

般の協力は時宜を得たものと思料する。 

プロジェクトの枠組みについてはおおむね合意に達したものと思われるが、ここでは合意に至

るまでの協議を通じて出てきた問題点や留意点を記載し、プロジェクト実施にあたっての参考と

したい。 

 

(1) 実施のモダリティ 

これまでの協力については本邦からの短期専門家派遣による現地セミナー開催や本邦研

修を通じて、日本の経験に基づく GDT 職員の能力向上に取り組んできた。しかしながら、

歳入強化をめざすためには組織としての実施能力の向上や業務遂行上の行動変革が必要であ

り、現地の状況に適応した適時的確な支援を行うことが求められる。従って、本件実施の前

提として長期の専門家派遣を前提としてきたところ、本邦国税庁との調整を経て右派遣に一

定のめどがついたことは大変喜ばしいことであり、協議を通じて長期専門家に対する先方の

期待感もひしひしと感じられた。 

ただし、特定分野の業種に関する詳細な税務調査内容や組織運営のあり方に関するアドバ

イス等幅広い先方のニーズに対して、1 名のチーフアドバイザーがすべて応え切ることはほ

ぼ不可能であり、必要に応じて短期専門家や本邦研修を行うことにより補完していく必要が

ある。 

また、本プロジェクトは GDT 本部のみならず、プノンペン市や州の支署をも対象とする

ものであり、経済財務省をはじめとする関係省庁や公共財政管理支援を実施する他ドナーと

の連携も念頭に置く必要があることから、業務調整員を配置することにより業務の効率化を

図ることが望まれる。 

 

(2) 協力内容 

これまでの協力結果を踏まえ、今回のプロジェクトでは組織全体の強化を目標にした支援

内容の絞込みを検討した。すなわち、「税務調査の強化」及び「納税者サービスの改善」を

2 本の柱とし、現行制度の中で税収を増加するという点に焦点をあてた税務行政の強化に対

する支援を行うことが効果的と考え、先方とは基本的に合意したところである。 

一方、GDT は、①新興産業に対する税務調査支援、②内部事務の効率化等組織改善、③IT

システムの導入、といった分野への支援を明記することを求めてきた。 
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①については、GDT が直面する問題として、徴税対象の業種が多様化し、申告された事業

内容が適正かどうか判断できないというものである。これに対しては、そもそも税収が上が

っていない背景として、現行制度に基づく徴税すら行うことができていないという状況が見

受けられることから、まずは現場を中心とする税務行政の強化が必要であり、General Audit

として支援していくこと、一方で、特定産業に対する専門的な税務調査に関する支援につい

ては、必要に応じて適宜アドバイス等の支援を行うということで一応の合意を得た。 

②については、例えば、登録時の納税者情報と実際に税務調査を行った際の情報に矛盾が

生じること、そうした情報が適宜修正されることもなく、部署毎に独自の情報を有したまま

共有されることがないことから、ワークフローの見直し、文書管理、組織内コミュニケーシ

ョンの改善、といったことが必要ということであり、敢えてプロジェクトの成果の 1 つとし

て（Output 3 として）特出しして記載してほしいというものである。所謂、マネジメントコ

ンサルタントが支援する内容となっているが、今回の支援はあくまで税務行政の改善に関す

るものであり、その意味からも本件を「税務調査の強化」の一環として位置付け、税務の専

門家の立場から組織の効率化について助言することは可能ではあるものの、別立ての成果と

して記載する場合は組織全体の実態把握とレビューをしたうえで実行し tangible な成果を上

げる必要が生じ、相当高いハードルとなることから、本件支援についてはプロジェクト内で

設立するタスクフォースが主体的に検討すべきであるとした。 

③については、内部事務効率化の一環として全支署・全部署をネットワークでつなぐこと

によって情報共有を効率的に行うというものであり、経済財務省が世界銀行の支援により情

報管理システムの導入を、関税総局が世界銀行の支援により自動通関処理システム（Automated 

System for Customs Data：ASYCUDA）システムの導入を図っている等全省庁的なトレンドも

本要請の背景にあるものと思われ、本件については GDT のみならず MEF 次官（Secretary）

からも支援を強く要請された。こうしたシステム導入の要請は本プロジェクトに限ったこと

ではないが、議論を通じて感じることは、システムを導入すればすべての物事が解決するよ

うな錯覚をカウンターパートが抱いていることである。システムを維持するためにはそれを

実際に使用する職員のスキルアップは勿論のこと、日常の情報更新やメンテナンスにかかる

人員や予算を確保しなくてはならず、導入後の効果的な使用には常に疑問がつきまとう。加

えて、要件定義から外部設計・内部設計の過程で提出される成果については IT に関する詳細

な知見を有する専門家でなければ是非を判断することは難しく、システム稼動後に bug が発

生してもユーザーには検証する術がない。従って、本件については JICA の得意分野ではな

く、比較優位のある他ドナーからの支援可能性について一緒に検討していきたいこと、税務

行政の改善の中で要すれば既成の機材の供与は検討できることを先方に伝えた。 

これら議論を通じて、ともすれば新し物好きになりがちな先方のマインドを「いかに足元

の能力強化が大事であるか」という方向に引き戻すかが非常に大事であること、一方で、そ

うした要望に対してゼロ回答ということも難しいことからどこまで対応することが可能かに

ついて今後の検討が必要かと思われる。 

また、議論の中で、「これは当部署の業務ではない」といったセクショナリズム的発言が

散見された。本プロジェクトを成功に導くためには各部署間の連携は非常に重要であり、そ

のためにもタスクフォースが機能することは重要な鍵となると思われるところ、専門家から

も積極的な働きかけが必要となろう。 
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(3) 他ドナーとの連携 

歳入強化はカンボジアの公共財政管理（Public Finance Management：PFM）改革プログラム

において重要なアジェンダの 1 つであり、日本、世界銀行、IMF、（United States Agency for 

International Development：USAID）、AusAID、EC 等のドナーとの共同作業で同プログラム

への支援を行っている他、貧困削減成長オペレーション（PRGO）も実施中のところ、本プ

ロジェクトの進捗や成果について適宜共有することが望まれる。 

なお、米国財務省が、運輸・通信・石油産業に関する税務調査ガイドライン改定、租税教

育の一環として国税に関するパンフレットや納税者サービスに関するアクションプラン作成

といった支援を行っており、支援内容の重複を避けつつ協調効果を高めていく必要があると

ころ、GDT の主体的なコーディネーションに期待したい。 

 

(4) 国税学校 

国税学校は GDT の人事部の下に位置付けられ、本年中の開校をめざしているとのことで

あるが、現在までに建物が建設されたものの、机や椅子、PC 等必要な機材の購入が遅れてお

り、人員についても校長を任命したのみで、人材育成を担う体制が出来ていない。本プロジ

ェクトは現場を中心に組織能力強化を主目的に実施するものであるが、将来的には包括的な

人材育成制度の確立が必要であると思われるところ、同学校の進捗状況には留意していく。 

 

(5) 「政府統計能力向上プロジェクトフェーズ 3」との連携 

本プロジェクトでは 2011 年 3 月にカンボジアの全事業所を対象に経済センサスを実施予

定であり、同センサスによって国内の全産業分野に関する事業所及び企業規模等の基本構造

が明らかになることが期待されている。一方、GDT の抱える問題の 1 つとして、納税者登録

情報が実際の状況と合致しないことが挙げられており、その Update には人的・予算的に困難

な課題となっている。従って、同センサス情報を利用することが可能であれば、相当程度の

情報改善が期待できる。ただし、同センサス実施にあたっては事業者からの全面的な協力を

得るために税務に利用しないことが約されていることから、どのような連携が可能なのかに

ついては今後の検討課題である。 

 

(6) 法制度支援 

GDT の組織能力強化を通じて税収増は一定程度見込めるものの、強制査察等の法的強制力

がない状態では納税者のコンプライアンスも高まらず、徴税に限界があるのではないか、そ

のためにはそうした法制度の整備に関する支援が必要なのではないかという指摘が現地調査

期間中に聞かれた。 

税制について本邦では財務省主税局の所管であるうえ、法整備をするとなると相当な人的

リソースを投入しなくてはいけないことから同分野にまで TOR を広げることを想定はして

いない。一方、わが国の法執行がどのように行われているかといった観点からの紹介は可能

と思われるところ、本邦リソース等を勘案したうえで GDT 側から要請があれば対応を検討

してはどうか。 
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(7) MEF との関係 

MEF は GDT の主務管庁であり、プロジェクト実施にあたっては各種支援を要請する場面

も想定されることから、適宜情報を共有しておく必要があろう（詳細計画策定調査における

M/M の署名者は GDT 総局長だが、R/D 署名者は経済財務省が行うとのことであり、現在、

署名者を確認中）。 

なお、R/D に記載されているプロジェクト開始日（専門家派遣到着日とするのではなく）

を明示してほしいという要請がなされており、R/D 署名の前に専門家派遣日程を固める必要

がある（7 月以降）。 

 

３－２ プロジェクト概要 

本プロジェクトは、「国税局人材育成プロジェクト（フェーズ 1 及び 2）」（2004 年～2010 年）

の成果を継承し、国税局から格上げされた GDT に対し協力を行うことで申告納税方式を促進し

GDT の徴税体制を強化することを目的とする。具体的には１）税務調査にかかる組織的な能力の

強化、及び 2）納税者サービスの強化を通じて右のプロジェクト目標達成を図るものとする。 

フェーズ 2 の終了時評価報告における提言･教訓では、申告納税制度に基づく歳入強化を達成

するためには、徴税強化につながる税務調査実務能力の向上と納税者の納税意識を高める納税者

サービスの双方の向上が不可欠であること、またこれら業務遂行上の行動変革や改善を組織的に

行うには、短期のセミナー等による知識提供にとどまらず、現場レベルでの実践的な訓練や OJT、

日常のアドバイスを通じた組織能力の強化が不可欠であることが指摘されている。 

本件実施にあたっては、国税庁をはじめとする本邦協力機関の支援を仰ぎ、より長期に投入が

可能な体制を確立するとともに、税務調査と納税者サービスの 2 つのプロジェクト活動の柱にお

いて、個々の能力向上にとどまらず税務調査にかかるマニュアルやガイドライン作成、広報ツー

ルの開発等にも従事することで、組織の能力強化達成を意識した枠組みとする。 

協力概要は以下のとおりである15。 

 

【プロジェクト目標】 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

 

（指標・目標値） 

１．納税登録企業のうち正しく申告をする納税者の割合が増加する（％）。 

２．期日内に納税額すべてを納める納税者の割合が増加する（％）。 

 

【上位目標】 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 

 

（指標・目標値） 

１．2017 年までに GDT 所管の税収額が増加する。 

２．2017 年までに GDT 所管税収の対 GDP 比が増加する（％）。 

                                                        
15 協力枠組みについては、本詳細計画策定調査時に GDT と合意した内容について、その後本邦関係機関間の協議を経て一部

修正され、2011 年 6 月に再度 GDT と協議のうえ合意したもの。 
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【アウトプット１】  

税務調査にかかる組織的な能力が強化される。 

 

（指標） 

1-1 タスクフォース協議が定期的に開催される。 

1-2 改善された内部規定の数（情報管理手法に関する規定を含む）が増加する。 

1-3 税務調査の件数が  ％増加する。 

1-4 業種に応じて適切に行われる税務調査の件数が増加する。 

1-5 研修を受けた調査官の知識が向上する。 

 

（活動） 

1-1 税務調査にかかるタスクフォースを組織する。 

1-2 税務調査実務にかかる課題を整理する。 

1-3 税務調査・徴収をより効果的に実施するための情報収集・管理の手法を検討し、企業の情

報や納税に関するより包括的な記録の改善を行う。 

1-4 それぞれの方式による税務調査にかかる既存のマニュアル等をレビューしたうえで、ガイ

ドライン・マニュアルを改善、新規作成する。 

1-5 税務調査にかかる既存の研修教材等をレビューしたうえで、新規採用・現職職員に対する

研修計画を策定する。 

1-6 GDT 内関係部署からの研修講師の配置を含む研修実施体制を構築する。 

1-7 税務調査にかかる研修・OJT を実施する。 

1-8 税務調査にかかる研修・OJT で得られた経験・教訓を活動 1-4 のガイドライン等に反映す

る。 

1-9 新しい課題に関して実務上のアドバイスやセミナーを必要に応じて実施する。 

 

【アウトプット２】 

納税者サービスが強化される。 

 

（指標） 

2-1  申告納税制度による納税者の割合が増加する（  ％） 

2-2 納税者からのクレームのうち、適切かつ期限内に対応される件数の割合が増加する（  ％） 

 

（活動） 

2-1 納税者サービスにかかるタスクフォースを組織する。 

2-2 GDT で承認した行動計画のレビューを行い、プロジェクトで実施すべき活動を特定する。 

2-3 納税者サービス改善に向けたセミナーや OJT を実施する。 

2-4 web やリーフレット等の作成・更新により、納税者に対する啓発活動を強化する。 

2-5 民間セクターとの対話を通して、納税者からのクレームを分析し、実務に反映させる。 
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３－３ 評価 5 項目による分析 

３－３－１ 妥当性 

 妥当性とは、プロジェクト目標及び上位目標が、受益者のニーズと合致しているか、カンボ

ジアの開発計画及び日本の協力方針との整合性があるか、など「援助プロジェクトの正当性」

をみる評価項目である。本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断される。 

  

(1) カンボジアの国家計画・政策との整合性 

上述のとおり、カンボジアでは「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）」で各種改革

を実施しており、税務行政の改善は、主要重点項目のひとつである財政の自立発展性のも

と、プログラムの促進に不可欠な取り組みとなっている。2008 年に策定された「四辺形戦

略（フェーズ 2）」では、前フェーズに引き続き「グッドガバナンス」を開発の中核かつ前

提条件と位置づけ、法・司法改革や行政改革など各種改革を進めるとともに戦略実行の環

境の 1 つにマクロ経済・財政の安定を掲げている。さらに、同戦略及び長期目標であるカ

ンボジア・ミレニアム開発目標（CMDGs）を達成するための具体的戦略として 2006 年に

策定された「国家戦略開発計画（NSDP）」では、良好なマクロ経済・財政環境の確保のた

めの重要な手段として確実な徴税を通じた歳入強化を重視している。 

 

(2) 日本の援助政策における妥当性 

対カンボジア支援における重点 4 分野のうち、「持続的経済成長と安定した社会の実現

（諸改革支援を含む）」に貢献しうる協力であるため、本プロジェクトはわが国援助方針

と合致している。さらに、JICA 国別援助実施方針（2009 年 4 月）では、3 つの重点援助分

野の 1 つに「グッドガバナンスの強化」を掲げており、第 1 に「法・司法改革」、第 2 に

「公共財政改革」に資する協力を行うとともに特に国税・関税行政官の能力強化や組織運

営能力強化による歳入行政改善に貢献するとしている。このことから、本プロジェクトは

日本の対カンボジア援助方針にも合致している。 

 

(3) 手段としての適切性 

GDT に対するこれまでの協力（国税局人材育成プロジェクトフェーズ１、２）を通じ、

セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿記会計等に関する知識の向上を中

心とする職員の能力開発への取り組みがなされ、一般的な技術的知識の向上が図られた。

これらの知識をさらに実務の上に定着させるため、本プロジェクトでは長期専門家による

実践的な訓練や OJT、日常のアドバイスなどを通じて更なる歳入強化を達成するための実

務能力の向上や業務遂行上の行動変革を図るものであり、適切な手段を通じたプロジェク

トの実施が見込まれる。なお、GDT は拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新しい

業種を中心とした税務調査や納税者サービス、さらにこれらを支える内部事務や人事管理

を強化することが求められており、必要に応じてこれらの課題にも柔軟に対応できる計画

となっている。 

 

３－３－２ 有効性 

 有効性とは、プロジェクト目標が期待どおりに達成される見込みはあるか、それがアウトプ
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ット達成の結果もたらされたものであるかをみる評価項目である。本プロジェクトは以下の理

由から有効性が見込める。 

 

(1) プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトでは「申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制

が強化される。」ことを目的としており、税務調査強化と納税者サービス改善の 2 つの柱

により右プロジェクト目標の達成を図るデザインとなっている。プロジェクトでは、税務

調査に関する一般的な技術的知識の向上に資する活動を実施する傍ら、新しい業種への助

言や内部事務管理（情報収集・管理手法の改善を含む）に関しても必要に応じて活動を実

施する計画となっており、基礎的知識の伝達だけでなくそれらを実務に応用する際の課題

に対しても適宜対応できる構造になっている。プロジェクトのこうした包括的なデザイン

はプロジェクトの目標を達成するうえで有効であると考えられる。 

 

(2) プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

上記プロジェクト目標達成のために本プロジェクトでは上述の 2 つの柱をそれぞれアウ

トプットとして掲げている。税務調査強化（アウトプット 1）では納税者の登録や申告に

関する情報収集・管理手法の改善や業種に応じて適切な調査がなされることを、納税者サ

ービス改善（アウトプット 2）では納税者登録や申告手続きに対する理解が促進されるこ

とをめざしており、両アウトプットとプロジェクト目標とのその因果関係は明確である。

なお、アウトプットの達成からプロジェクト目標達成への外部条件として（１）プロジェ

クトの研修を受けた GDT 職員が大幅に離職しない、（２）プロジェクトにより改善された

税務行政（情報管理手法を含む）が GDT 及び支署の職員により適切に執行されるが外部

条件として認識されており、これらの外部条件が満たされているかどうかモニタリングの

際に留意していくことで本プロジェクトの有効性の向上に資することが期待される。 

 

３－３－３ 効率性 

 効率性とは投入と、アウトプットの関係性を調べることによって、プロジェクト資源の有効

活用ができるかをみる評価項目である。本プロジェクトは以下のとおり効率性にも配慮したア

プローチをとっているが、プロジェクトの効率性を現時点で判断することは時期尚早であると

いえる。 

 

本プロジェクトの投入に関しては、日本側の専門家派遣やカンボジア側カウンターパート配

置などをはじめ主な項目レベルでの合意がなされたが、具体的な投入のタイミングや種類、量

等の詳細計画については追って日本人専門家の着任とともに先方と協議のうえ決定すること

で合意した。このため、プロジェクト開始後適時に投入がなされることが期待されるものの、

本プロジェクトの効率性を現時点で判断することは時期尚早である。 

 

 本プロジェクトは GDT に対する 2 つの先行案件の成果を基盤とし、これらの経験や教訓を

活かした計画となっている点において効率性にも配慮したアプローチであると判断できる。特

に、先行案件により伝えられた知識を実務上にも定着させるべく、短期専門家のみならず長期
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専門家の投入によりこれらに資する実務的なアドバイスを提供できる見込みである。さらに、

プロジェクトの 2 つのコンポーネント（税務調査及び納税者サービス）ごとに主要部署の関係

者からなるタスクフォースの設立がプロジェクト開始初期の活動として計画されており、右タ

スクフォースのメンバーを通じて各重点部署からの協力を得、プロジェクト活動を効果的かつ

効率的に実施できる体制を意図している。 

 

他方、これら 2 つのタスクフォースにかかわる部署はそれぞれ本部 5 部署及びプノンペン市

内支署と多岐にわたっていることから、関係者間の意思疎通の不足が効率性の妨げとならない

よう各タスクフォース内において各メンバー（部署、支署）の役割分担やプロジェクト期間中

にめざす目標を明確にしていくことで、本プロジェクトの効率性をさらに高めることができる

であろう。 

 

３－３－４ インパクト 

 インパクトとは、プロジェクト実施によってもたらされるより長期的、間接的効果や波及効

果をみる評価項目であり、プロジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトも含んで

いる。本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

 

本プロジェクトの上位目標は「申告納税制度に基づく税収が増加する」ことと設定されてお

り、プロジェクト目標である「申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体

制が強化される」から上位目標に至るロジックは正当なものと考えられる。ただし、上位目標

の達成には 1）カンボジアの経済状況が著しく悪化しないこと、及び 2）減税などの税制度の

著しい変更が行われないことが必要な外部条件であることから、これらがプロジェクト終了後

3～5 年後までに満たされるかは今後注視していく必要がある。本プロジェクト実施による負の

インパクトは特に予見されない。 

 

３－３－５ 自立発展性 

自立発展性とは、わが国の協力が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続され

るかどうかをみる評価項目である。本プロジェクトによる効果は、以下のとおりカウンターパ

ート及びカンボジア政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと見込まれる。 

 

(1) 政策・制度面 

政策・制度面においては、前述の「公共財政管理改革プログラム（PFMRP）（2005‐2015）」

の中で税務行政の改善が重要課題の 1 つに掲げられている他、2013 年まで延長された「国

家戦略開発計画（NSDP）」でも徴税を通じた歳入強化の重要性が挙げられている。このた

め、カンボジア側の税務行政強化に対する積極的な姿勢は今後も続くものと考えられる。 

 

(2) 組織・財政面 

前述のとおり同国の税務行政を司る GDT は 2008 年に総局に格上げされ、中央レベルの

7 部署に加え支署（プノンペン市及び地方の 23 州）の機能や役割も強化された（２－１参

照）。本プロジェクトの活動は、GDT が実施する本来業務（税務調査及び納税者サービス）
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を基盤とし長期専門家による実務レベルの助言や OJT を行うものであり、プロジェクト終

了後も各タスクフォースのメンバーを中心に各配属先にてプロジェクトの効果を継承し

た活動を継続していく見込みはあるものと判断される。 

なお、GDT の新規職員採用等に関する中長期的人材配置計画や予算計画などは今般調査

時点で策定されていなかったが、2011 年には新規 300 名の職員採用が決定しており、さら

に今後も退職者の数が増加した場合には適宜人員補充はなされる予定であることが確認

された16。GDT では新規及び現職職員の研修機関として税務学校の建設・整備を独自の予

算で進めており、今後右学校の整備が進められるにあたり、より体系的な研修戦略や人材

開発戦略等も適宜整備されていくものと予想される17。 

 

(3) 技術面 

本プロジェクトで伝えられる技術は、大きく分けて(1)税務調査の強化・改善にかかわる

もの及び、(2)納税者サービス提供の改善にかかわるものに分けることができる。上述のと

おり、これらの技術の多くは日常の実務レベルの助言等を通じて伝えられるものであり、

これらの技術の組織内への着実な定着を図ることで技術面での自立発展性に配慮したア

プローチをとっている。なお、税務調査に関しては、その活動の一環として「（登録や企

業情報、申告情報に係る）情報収集・管理手法の改善」も計画に含まれており（活動１－

３）、これらの改善案が GDT 及び支署の職員により受け入れられ、実務にて活用されてい

くことで本プロジェクトの技術面での自立発展性をさらに高めることができるであろう。 

 

３－４ 案件実施上の留意点 

プロジェクト開始または実施にあたっての留意事項は以下のとおりである。これら留意事項につい

ては、詳細計画策定調査時に GDT と協議のうえ認識を共有した。 

 

(1) 情報収集、管理手法の改善について（活動１－３） 

本プロジェクトの PDM に記載されたアウトプット１に係る活動「税務調査・徴収をより効果

的に実施するための情報収集・管理の手法を検討し、企業の情報や納税に関するより包括的な

記録の改善を行う」（活動１－３）は、税務調査に必要な情報全般（すなわち、登録や登録し

た企業情報の更新、申告や延滞税の有無等）に関し、これらの収集や管理が関係する部署・支

署内でより効果的・効率的になされることで税務調査の強化に資する目的で計画された。本活

動に関しては、タスクフォース（税務調査）のメンバーに加えて納税者登録にかかわる部署が

追加的メンバーとしてかかわる予定である18。本活動では、これらの情報収集・管理に係るワー

クフローの見直しや部署（及び支署）間の連携、情報共有等について現状分析がなされ、改善

に向けた提案を導き出すことが計画に含まれている。これら活動について、専門家の助言・指

導のもとタスクフォースが主体的に活動を進めていくことが想定されている。この過程で予算

                                                        
16 長期予算計画については MEF 関係者、人員補てん見込みについては GDT 関係者とのインタビューによる（2011 年 1 月）。 
17 税務学校の整備状況にかんがみ、今般調査時点ではプロジェクトの協力枠組みに税務学校を含める時期尚早と判断された。 
18 税務調査のタスクフォースメンバーとして、PAFD、EAD、LTD、LLSD、ITD、プノンペン市内の支署（7 カ所）が想定さ

れているが、活動 1－3 については TSTAD が追加メンバーとしてかかわる予定である（ミニッツの Annex 1 Implementation 

Structure を参照のこと）。 
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の状況や必要性にかんがみ、サーバー等の機材供与についても考慮される。ただし、情報共有・

管理のためのネットワークやデータベースの設計・導入は本プロジェクトのスコープには含ま

ない。 

 

(2) 調査の種類、対象先に応じた税務調査能力向上支援について（活動１－７） 

PDM のアウトプット 1 に係る活動「税務調査にかかる研修・OJT を実施する」（活動１－７）

については、GDT が実施する机上、簡易、包括調査のそれぞれの調査手法、及び EAD、LTD、

支署等のそれぞれの実施主体による税務調査の現状や課題に応じた研修・OJT の内容をカウン

ターパートとの協議を通じて特定し、実施していく必要がある。なお、組織能力の強化に向け

た継続的な関与を行うにあたっては、業務実施簡易型による専門家のシャトル派遣も一案とし

て考えられるであろう。 

 

(3) 税務行政における新しい課題への対応について（活動１－９） 

PDM のアウトプット１に係る活動「新しい課題に関して実務上のアドバイスやセミナーを

必要に応じて実施する」（活動１－９）の実施にあたっては、長期専門家による実務レベルの

アドバイスや OJT に加え、これらを補完する目的で短期専門家によるセミナーやワークショ

ップが想定されている。税務調査の課題として、特に本部レベルを中心に、１）金融業、IT

業、電気通信業（テレコミュニケーション）、証券取引及び仲買業者などの振興業種に対する

税務調査のノウハウや、２）キャピタルゲイン税及び国際税に関する知見の向上などが GDT

側の課題として確認されており（前述２－３－１参照）、これらに関しては必要に応じて本プ

ロジェクトの中でも取り組むこととされた。加えて、GDT 側のニーズが高い内部事務効率化

にかかる支援についても、税務職員のコンプライアンス向上、長期人材育成計画といった課

題について GDT 側にニーズがあることを確認し、予算の状況及び実施意義に応じて支援を

検討することとなった。 

 

(4) 米国財務省による協力について 

前章２－４－２で概観したとおり、GDT に対しては米国財務省が現在短期専門家の派遣を通

じた協力を行っている。米国財務省関係者から提出された協力概要は表２－10 に示すとおりで

あるが、本プロジェクトの実施にあたっては特にアウトプット２（納税者サービス）の活動の

中で、米国財務省の協力内容や進捗にも配慮しつつ進めて行く必要がある。具体的には以下の

とおりである。 

 

1) 活動２－２：GDT の納税者サービス改善に係る行動計画の策定は、米国財務省の協力によ

り進められており、本プロジェクトではその行動計画をレビューし、同計画に基づいてプ

ロジェクトで取り組むべき行動を特定することとしている。 

2) 活動２－４：国税に関する各種リーフレットの作成を米国財務省で協力していることから、

本プロジェクトで行うリーフレット等の作成はこれとの重複に配慮しつつ進めていく必要

がある。 
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(5) プロジェクト目標及びアウトプットの指標設定とベースライン調査 

プロジェクト目標「申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化

される」の達成度を測る指標設定にあたっては、納税者のコンプライアンスに関する以下の 4

つの指標に関する考え方を活用したい旨、詳細計画策定調査にて GDT 側より提案があった。こ

れら 4 つの指標とは以下のとおりである19。 

①納税者登録がなされる 

②期限内に申告がなされる 

③正確な申告がなされる 

④全額が期限内に納税される 

 

調査団としても上記の考え方を活用し、上記①についてはアウトプット２の指標として、②

～④についてはプロジェクト目標の指標として、それぞれ本プロジェクトの PDM 上に整理する

こととした（以下表参照）。 

 

コンプライアン

スに関する 4 つ

の指標 

PDM 上の指標 

① アウトプット２ 指標２－１ 

申告納税制度による納税者の割合が増加する（  ％） 

②及び③ プロジェクト目標 指標１ 

適切に申告をする納税者の対登録企業数への割合が増加する（％） 

④ プロジェクト目標 指標２ 

期日内に納税額全てを納める納税者の割合が増加する（％） 

 

また、アウトプット 1 の成果指標 1-4「業種に応じて適切に行われる税務調査の件数が増加す

る」や 1-5「研修を受けた調査官の知識が向上する」に見られるように、プロジェクトの実施モ

ニタリングを適切に行ううえで、プロジェクト活動当初のベースラインを定める必要がある。

従って、GDT 及び専門家は、活動１－２及び活動２－２において現状調査及び課題の特定を行

う過程で、税務職員の知識能力を測ったり、税務調査手法において直面する課題を洗い出すこ

とでレベルを測ったりすることを通じたベースライン調査を行うことで、各指標にかかる目標

値の設定を行う必要がある。 

 

３－５ 税務調査、納税者サービスに関する協力の方向性 

GDT に対しては、これまでの協力（フェーズ１、２）の中でセミナー等を実施することによって、

税務調査、納税者サービス及び簿記会計等に関する知識の向上を中心に、職員の能力開発に対する取

組みを行ってきたことから、参加した個々の職員の技術的知識の向上という点では一定の成果が認め

られる。本プロジェクトでは、これらの知識をさらに広く実務上定着させるため、専門家からの一方

向の発信だけではなく、長期専門家による実践的な訓練や OJT、また、日常のアドバイスなど現場に

                                                        
19 Forum on Tax Administration: Compliance sub-group, Final report Monitoring Taxpayers’ Compliance: A Practical Guide Based on 

Revenue Body Experience (OECD, 22 June 2008), p.9 
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直結したきめ細やかな協力を行うことで、実務能力の向上や業務遂行上の行動変革を図る。ひいては、

本プロジェクト終了後も、その効果を自律的に持続させることができるような体制の基盤を構築する。 

また、GDT からは、新しい業種に対応した税務調査手法及びこれらを支える内部事務や人事管理

の強化について協力が求められていることから、専門家が必要に応じてこれらの課題にも柔軟に対応

することとする。 

なお、長期専門家でカバーできない部分については、特定の短期専門家が複数回にわたって協力を

行うというシャトル派遣という方法も有効と考えられる。 

以下では、具体的な協力の方向性について、すなわち、税務調査及び納税者サービスごとに GDT

の課題とされているものを挙げつつ、これらの課題ごとに専門家による協力の方向性について述べる。 

 

３－５－１ 税務調査 

税務調査に係る GDT の課題としては「第２章 税務行政の現状と課題」にもあるように、 

(1)企業登録に係る情報収集・管理手法の改善 

(2)中長期的な人材育成・開発 

(3)税務調査に必要な知識・技術の拡充 

(4)金融業、IT 業といった新興業種に対する税務調査の改善 

以上の４点が考えられる。 

 

(1) 企業登録に係る情報収集・管理方法の改善 

今回の調査で実施した、プノンペン市内の税務署長とのインタビューで、企業登録すら行

っていない事業者が多数存在する、という問題点を把握した。このように、まずは、企業登

録にかかる情報収集・管理方法（ワークフロー、部署・支署間の連携、情報共有等）につい

て現状を十分把握し、問題点を分析することから始めなければならない。そのうえで、わが

国の経験に照らしながら、企業情報や納税に関する情報収集・管理手法を検討し、カンボジ

アにとって最適な改善策を導き出す。さらに、必要に応じて、税務の専門家としての立場か

ら組織の効率化についても助言する。 

こうした活動については、総局本部にとどまらず、プノンペン市内、地方の支署の実情を

把握し問題点を抽出していく必要がある。そして、専門家の助言・指導のもとタスクフォー

スが主体的に活動を進め、将来的には、タスクフォースのメンバー自身が核となって、打ち

出された改善策をカンボジア全土に広めていくことが期待される。 

なお、本件プロジェクトはあくまで税務行政支援の改善に関するものであることから、本

件についても「税務調査の強化」の一環として位置づけることとする。 

 

(2) 中長期的な人材育成・開発 

本件のプロジェクトの「活動」として、以下が掲げられている。 

① 税務調査にかかる既存の研修教材等をレビューしたうえで、新規採用・現職職員に

対する研修計画を策定する(1-5) 

② GDT 内関係部署からの研修講師の配置を含む研修実施体制を構築する(1-6) 

③ 税務調査にかかる研修・OJT を実施する(1-7) 

④ 税務調査にかかる研修・OJT で得られた経験・教訓をガイドライン等に反映する(1-8) 
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もっとも、短期専門家ベースで同様の協力を実施している米国財務省も、人材開発につ

いては、GDT の研修実施に関する現状調査の実施、及び GDT の優先順位に基づいた研修

手法の開発を実施することになっている。 

そこで、わが方の専門家においては、米国財務省の活動との重複を避けるため、国税学

校における画一的な形の研修よりは、各々の現場に即した OJT 中心の研修を重点に協力す

ることとする。OJT を効果的なものにしていくためには、まずは、「税務調査」に関し、ど

のような研修教材が存在し、その教材がどのように活かされているのか、また当該教材に

どのような問題点があるのかレビューをする必要がある。もちろん「申告納税制度」で登

録している企業と「推計課税制度」で登録している企業、そもそも登録さえしていない企

業に対する調査の切り口は異なるわけである。そして「税務調査にかかる研修・OJT を実

施する(1-7)」際は、机上、簡易及び包括調査のそれぞれの調査手法並びに GDT と支署等

のそれぞれの実施主体による税務調査の現状や課題に応じた研修・OJT の内容について、

タスクフォースとの協議を通じて特定し、実施していく。 

場合によっては、(1)にも関連するが、在るべき GDT と支署との役割分担・機能及び税

務調査の体制や指揮命令系統といった組織の見直しも含め、専門家がタスクフォースと連

携して、職員の意識向上や中長期的な人材育成・開発にもつながるような組織・研修の構

築をめざす。 

 

(3) 税務調査に必要な知識・技術の拡充 

これまでのプロジェクトは、リソースの問題があり、協力も単発的であったため、その

効果は職員個人の知識・能力強化などにとどまっていた。また、法制度や会計など税務調

査にあたって必要な知識もしくは GDT の方針やマニュアルの内容などが、特に支署の職

員に十分備わっていないとの報告もなされている。さらに、税務調査に関するマニュアル

は包括調査に関するのみであり、簡易調査や机上調査については、ガイドラインやマニュ

アルが存在しないとの報告もなされている。したがって、今年、租税総局は例年にない大

量の職員を採用（300 名）しているが、これらの新規職員に対する税務調査に必要な知識・

技術をいかに習得させるか、という課題も存在する。 

そこで、本プロジェクトでは、まず、専門家がタスクフォースと連携して、税務調査に

かかる既存のマニュアル等をレビューしたうえで、ガイドライン・マニュアルを改善、新

規作成する。その上で、マニュアルの内容や GDT の方針だけでなく、習得された知識や

技術も職員全体に確実に伝わるような体制の土台を築く。 

 

(4) 金融業、IT 業といった新興業種に対する税務調査の改善 

現行制度に基づく徴税すら十分になされていないという状況においては、まずは現場を中

心とする税務行政の強化（納税者の信頼を得るための適正かつ公平な税務行政）が必要とな

る。調査にあたり、関係法令を適正に適用しなければならず、また、職員によって解釈が異

なるようなことがあってはならない。新興業種に対する税務調査であっても、基本は他の業

種の調査と同様であり、まず調査の基本事項について職員全体に伝わるような体制を築く必

要がある。したがって、専門家は、まず、General Audit として支援していき、特定産業に対
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する専門的な税務調査に関する支援については、わが国の経験を踏まえ、必要に応じて実務

上のアドバイスやセミナーを実施することとする。さらに、本庁、支署、研修所レベルの体

系的研修計画を策定することも重要であるので、上記の（１）から（３）までの課題を、そ

れぞれのレベルでどのように具体的に行っていくかを検討する体制作りが必要である。 

なお、米国財務省も、建設・交通セクターやテレコミュニケーションといった特定業種に

対する税務調査の改善及び移転価格に関する税務調査の改善を協力分野の対象としているの

で、専門家が新興業種に対する税務調査の改善について協力をする場合は、米国財務省側の

協力と重複したものにならないよう調整する。 

 

３－５－２ 納税者サービス 

「第２章 調査結果概要」にもあるように、納税者の納税に関するコンプライアンスは高いと

は言い難い。したがって、いかにコンプライアンスを高めていくかが大きな課題であり、そのため

には、納税環境を整備していかなければならず、納税者に対し、法令解釈や事務手続などについて

分かりやすく周知・広報を行うことや、納税者からの問い合わせや相談に的確に対応すること、租

税の役割や税務行政について幅広い理解や協力を得るため、関係省庁や国民各層からの幅広い協力

や参加の確保に努める必要がある。 

 

(1) 行動計画の策定、リーフレットの作成 

本プロジェクトの「活動」として、以下活動が掲げられている。 

① GDT で承認した行動計画のレビューを行い、プロジェクトで実施すべき活動を特定

する（2-2） 

② 納税者サービス改善に向けたセミナーや OJT を実施する（2-3） 

③ web やリーフレット等の作成・更新により、納税者に対する啓発活動を強化する（2-4） 

④ 民間セクターとの対話を通して、納税者からのクレームを分析し、実務に反映させ

る（2-5） 

 

もっとも、これらのうち、GDT の納税者サービス改善に係る行動計画の策定(2-2)について

は、米国財務省の協力により進められていることから、本プロジェクトでは、その行動計画

をレビューし、同計画に基づいてプロジェクトで取り組むべき行動を特定する。また、国税

に関する各種リーフレットの作成(2-4)についても、米国財務省の協力があることから、本件

プロジェクトで行うものと重複しないか配慮しつつ進めていく。 

 

(2) 申告納税関係 

カンボジアでは、経済成長を背景に近年税収が増加してきたものの、特に直接税の税収

割合が約 25％と依然低い（法人税の同割合は 20％で、そのうちの 90％が大企業の納税に

よるもの。）。また、2003 年の WTO 加盟に伴い、関税収入の相対的な低下が見込まれる中、

内国税、特に直接税の税収増加のための税務行政改革が必要となる。 

直接税の税収増を図るためには申告納税制度を定着させることが不可欠となり、その前

提として、納税者の簿記・会計に係る知識の普及・定着が必要となる。そこで、納税者サ

ービスの一環として、例えば納税相談など及び支署等による納税者のための研修を通じて
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これらの知識の普及・定着を図ることも考えられる。そのため、わが国の青色申告会等の

関係民間団体の活動を丁寧に GDT に説明し、帳簿の作成や税金の知識普及には当該関係

民間団体の創設が有用であることを説明していくことが必要である。 

今回の調査で、カンボジアの現状のままでは申告納税方式に移行するメリットがなく、

納税者は申告納税に移行したがらない傾向があり、推計課税対象者が経済発展等に伴い増

加していることが分かった。しかし、経済発展が著しいカンボジアにとって、申告納税制

度の普及・定着は税務行政にとって重要であり、納税者に幅広く啓蒙していく必要がある。

また今回の調査では、税理士制度創設に興味を持っていることも分かった（現在は、会計

士が税務代行を行っている）が、税務に関する代理人の役割も大きいことから、わが国の

経験を紹介することも有意義である。 

以上のような納税者の啓発については、納税者としての義務と権利をより広く周知させ

るとともに、申告手続きや書類作成方法に関する説明を徹底することで、期限内に正確な

申告を行い、かつ必要額を納税する納税者の割合を増加させることに努める。 
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付属資料 3 面談録 
 
 
1 月 12 日（水）GDT 各部署とのインタビュー 
10:00～11:30 
Personnel 
Administration 
and Finance 
Department 
(PAFD) 
 
 
 
 
 

面談者：  
Mr. Him Bunthoeun, Deputy Director, PAFD 
Mr. Sun Votthy, Director of National Tax School, PAFD 
 
１．日程調整について事務連絡、調整 
 調査団の日程について確認、変更や調整などに関する協議。 

 
２．プロジェクトの概要について 
 対処方針会議資料にあるプロジェクトの枠組みの英訳を当方より提示、これが日本側で

検討中のドラフト案である旨伝えたところ、先方より要請書のアウトプット２（Internal 
Administration and back-office functions に関するコンポーネント）の内容が本枠組み（案）

に明確に記載されていない点につき指摘があった。 
 先方の意図する上記コンポーネント（要請書のアウトプット２）の具体的な内容につい

ては追って詳細をヒアリング予定。 
 
３．プノンペン市内の Khan Office 訪問について 
 市内に 7 つの Khan Office があるが、今回調査団のインタビューに対応可能なのは１ヶ所

（Daun Penh 地区）のみである。Daun Penh 地区はプノンペン市内でも多くの企業が存在

する地区である。 
 

14:30-15:45 
Enterprise 
Audit 
Department 
(EAD) 
（1 月 13 日

9:00～も追加

インタビュー

実施） 
 

面談者：  
Mr. Srun Angkaren, Chief of Large Enterprise Audit Bureau, EAD 
Mr. Kong Kiry, Provincial Enterprise Audit Bureau, EAD 
 
１． 部署の基本情報 
 スタッフ数：104 名 
 Bureau：6 つ（組織図の 5 つ＋Special and International Audit Bureau） 

 
２．GDT で実施する税務監査について 
 以下、4 つに分類する企業に対し実施している。 
①Large Taxpayer  年売上額（Turn over）が 10 億（1 billion）～80 億（8 billion）

リエル 
 Large Taxpayer Dept.が徴税管理（この中の Tax Bureau が実際

の監査を実施、机上監査と簡易監査を実施） 
 Large Enterprise Audit Bureau は包括監査を実施 

②Special & International 
Taxpayer 

 同 80 億リエル以上 
 Large Taxpayer Dept.が徴税管理（この中の Tax Bureau が実際

の監査を実施、机上監査と簡易監査を実施） 
③Phnom Penh Enterprise  中小企業を対象（同 10 億リエル未満） 

 7 つの Khan Branch が見る（机上監査、簡易監査） 
 PP Audit Bureau では中小企業対象の包括監査を行う 

④Provincial Enterprise  中小企業を対象（同 10 億リエル未満） 
 Provincial Audit Bureau が監査を実施 

 
※ 企業数は大企業（上記①と②）が約 2,000 社程度、中小企業（同③と④）が約 2,000～

3,000 社程度。 
 
Audit Program Management Bureau と Total Administrative Bureau がサポート。前者では Audit
対象者を選定する。 
 
 なお、大企業に対しては他部署（Large Taxpayer Dept.）が徴税管理を実施しており、その

一環として大企業に対する税務監査も行っている。他方、当部署（Enterprise Audit Dept.）
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は企業の規模に問わず（大企業、中小企業、プノンペン市内の企業、地方の企業全て）

税務監査を行う。いずれにせよ、税務監査を実施するのは申告納税登録の事業者のみで

推計課税方式の事業者対象には実施していない。 
 上記 2 つの部署で行う税務監査の主な違いは以下３．のとおり。 

 
３． 税務監査の種類 

包 括 監 査
（Comprehensive Audit）

 Enterprise Audit Dept.にて実施 
 最近の実績としては、1 カ月に 64 件程度（2010 年 10 月）

 
机上監査（Desk Audit）
及び簡易監査（ limited 
audit） 

 Large Taxpayer Dept.（中央）及び Khan, 州レベルの各事務

所でも実施 
 最近の実績としては、1 カ月に机上監査 15 件、簡易監査 13

件程度（2010 年 10 月、中央レベルのみの実績） 
 

 
 包括監査：過去の年次の Audit をする（過去 3 年間ほどさかのぼって（会社によっては

1-2 年さかのぼることもある）、特定の年を選んで 1 年分見る）、かつ 1 年分すべての書類

を監査する。明らかにおかしい時は、10 年間さかのぼれるケースもある。かつ、すべて

の税目（13～14 項目ほど）を見る。 
 机上監査：月次、年次の申告書類を見ること（毎月の申告で間違いがないか）。3 カ月～6

カ月連続で見て間違いないかチェックし、あれば企業に連絡すること。実地監査はせず、

挙がってきた書類のみで監査する。 
 簡易監査：月次、年次の申告書類を見るのと並行して、会計帳簿や財務書類もチェック

する。その年（Current Year）のものだけを見る。監査をする期間（Audit Period）も短期

間（6 カ月未満、それより短いこともある）。おかしいところがあれば、実地監査も行う

（申告がおかしいなど）。 
 
入手資料：Capacity Development of General Department of Taxation under the Framework of PFM 

Reform, 1- Tax Audit というタイトルの資料（2 ページ） 
 

15:45-17:00 
Taxpayer 
Service and 
Tax Arrear 
Department 
(TSTAD) 

面談者： 
Mr. Tep Chamroeun, Deputy Chief of Taxpayer Services Bureau, TSTAD 
Mr. Preap Bona, Deputy Chief of Tax Arrear Bureau, TSTAD 
 
１． 部署の基本情報 
 当部署は 2008 年に国税局から租税総局（GDT）に格上げされた際に新設された。 
 スタッフ数：16 名 
 Bureau：2 つ（組織図参照。Taxpayer Service Bureau と Tax Arrears Bureau） 

 
２．これまでの主な活動（先行プロジェクトとのかかわりも含む） 
 主なカウンターパート部署は Personnel, Administration and Finance Dept.として、当部署を

含む他部署は短期専門家によるセミナーや本邦研修などに参加した。 
 当部署としては、上記セミナー等でカンボジアの納税者サービスや延滞金徴収の流れな

どについて発表を行った。 
 主に納税者である企業に対する納税者サービスを提供している（個人ではない）。企業は

その規模（年間売上額）により Self-regime と Estimated Regime に区別される。 
 当部署としては、納税者向けにセミナー開催（大学などとの連携も含む）やラジオ、各

種パンフレット作成などを通じて広く啓発活動を行っているが、納税者との直接的なコ

ンタクトは他部署・支署（Large Taxpayer Dept.や Khan+州レベルの事務所）で行っている。

 他支署で対応できない問い合わせについては、当部署で対応している（最近の例として

は、ドナープロジェクトで多額の機材調達する際に VAT 免税手続きなどに関しての問い

合わせがあり、GDT 本部内で対応した）。 
 パンフレットはこれまで Patent（特許税）などについて作成。このほか、新しく導入され

た不動産税の登録様式の作成や税のガイドラインなどを現在ドラフト中である（ガイド

ラインはトップレベルの承認が下りていないためまだ公開できないとの由）。 
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３．課税方式について 
 推計課税方式（estimated regime）と申告納税方式（self-assessment regime）がある。企業

の分別は以下のとおり。 
 

企業の種類 申告納税方式が義務付けられる基準 
大企業  10 億（1 billion）リエル以上（年間売上額） 

 QIP 投資案件に登録されている外資系企業 
中小企業  5 億（500 million）リエル～10 億リエル未満 
サービス業  2 億 5,000 万（250 million）リエル以上 
公 的 企 業 （ public 
agency, government 
contract 等） 

 1 億 2,500 万（125 million）リエル以上 

   注：QIP= Qualified Investment Project 
 
 なお、初めて登録する際は売上額が確定しないため、基本的にすべての企業が申告納税

方式で登録することになっている。GDT としても申告納税方式の推進は重要課題の 1 つ

として認識している。 
 申告しないケースは少ないと思われる。商業省に登録すると、そのデータは GDT に提供

される。該当する企業から納税申告がない場合には、GDT 職員が直接その企業を尋ね税

務監査などを実施する。 
 納税者からは申告課税方式の手続きが難しいため問い合わせも多く、特に推計課税から

申告納税に変更する企業に対しては個別に相談を受けるなど対応している。 
 
４．アウトプット２について 
 関連する部署は、TSTAD., Large Taxpayer Dept., 及び支署（Khan, 州）が想定される。 
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1 月 13 日（木）GDT 各部署とのインタビュー（続き） 
10:00-11:00 
Information 
Technology 
Department 
(ITD) 
 

面談者：  
Mr. Yun Sophina, Chief of Network Management and Maintenance Office, ITD 
Mr. Cham Poeun Touch, Deputy Director of ITD 
Mr. Meng Minea, Chief of Web Development Office, ITD 
Mr. Duong Vandy, Deputy Chief of Analysis and Development Bureau, ITD 
 
１．基本情報 
 スタッフ数：13 名 
 3 つの Bureau 
 それぞれの Bureau のやっていることは以下のとおり。 
 Analysis&Development：他部署、支署でプログラム作成依頼があれば作る（データベース

など）。 
 Maintenance and Mgt System Bureau：ネットワーク構築（Khan や州）、IT サポートなど。

地方のメインテナンスは向こうから PC を郵送、こちらで対応。機密事項が入っているの

で、町の PC 屋には出せない。 
 Website Development Bureau：広報活動の一環で HP 構築。クメール語のみ。上からの許可

で公開する。英語の HP も作成予定（翻訳 working group でドラフト完成）。 
 納税者サービスの一環としての IT 部の役割は（現状）：他の Bureau から Q&A があると

いいと思い、アップデートする作業である。 
 
２．Khan と州とを結ぶ IT システムの有無 
 GDT 内のネットワークはあるが、州や Khan とのリンクはまだ薄く、金銭的な問題で動

いていない。Khan 内、州内ではそれぞれリンクしている。誰が見る権利、誰が管理する

かについてもこれからルール作りが必要である。 
 定型フォームについては、申告納税の申請書類は Khan、州、中央で全て同じものを使用

している。推計課税の申告は地域ごとに実施しているが、統一した様式がある（情報は

中央とリンクしていない）。それ以外のフォーマットについてはまだ統一していない。 
 なお、不動産税に関しても全国 23 州とプノンペン市すべてに同じフォームを開発してお

り、将来的にすべての支署と中央の情報をデータベース等に統括する際に、統一様式で

アップロードできる配慮はしている。 
 入力フォーム、年毎に税率や項目が変わったりした場合は適宜対応している。 
 納税者登録のデータは受付元（支署等）でデータ入力した後、同じ情報が中央の納税者

サービス課に送られる。Khan と州で入力したものを月 1 回中央でとりまとめているが、

プノンペン市内のデータは月 1 回各支署を回りコピーを入手する。州については毎月

e-mail でデータを送付してもらう。 
 
３．フェーズ２とのかかわり、新規プロジェクトとのかかわり方 
 IT としては、フェーズ２になってから Audit や税務監査、納税者サービスなどのセミナ

ーには参加したが、自分達の業務には直接的にはかかわらない。 
 （新しいプロジェクトでは）e-tax の紹介などを本邦研修などで実際見てみたい。先進国

で IT を駆使した管理をしているか関心を持っている。E-tax については、GDT の中長期

方針（Strategy Program）内に盛り込まれている。 
 

11:00-12:00 
Personnel 
Administration 
and Finance 
Department 
(PAFD) 
 

面談者： 
Mr. Him Bunthoeun, Deputy Director, PAFD 
 
１．要請書の内容（アウトプット２）について 
 GDT としては要請書のアウトプット２にあたる部分を独立したアウトプットとして明文

化を希望する。内部事務管理強化は総局長の強い意向でもある。 
 
２．内部事務管理にかかる課題（カッコ内の番号は要請書のもの） 
 情報共有システム（IT、連携体制） 
 Work Flow, 各部署の仕事の流れが円滑に動いていない。部署ごとの任務がきちんと定ま

っていない。7 部署すべてに対して（Khan も含め）上から下、下から上の連絡体制定ま
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っていない。このため、処理に時間がかかる、情報の分配がうまくいかない等の弊害が

生じている。IT 部では、毎月 Khan と州で情報を取りに行き本部でアップロードしている

が、もっと効率化できるようにしたい。 
 人事計画（戦略）：短期ではなく中長期的な人材発掘・育成方針のようなものや、倫理面

を含む職員研修など。 
 文書管理：文書管理方法（ハードコピー、データベース両方について）が確立していな

い。古い invoice の処分などいらなくなった資料をどうするか、今後使うものをどう補完

するかを考慮した体系的な文書管理の内部規定のようなものを整備したい。 
 （資料管理に関する内部規定について）特にきちんとした規定は存在せず、なんとなく

やってきた流れでやっている。あるとすれば、10 年間は保存することという規定が存在

するのみである。 
 （個人情報管理について）：税務行政として個人情報の保護規定はある。 
 IT 戦略（活動３－３）：戦略そのものを策定したい。方針・方向性はあるが、明文化され

ていない。本活動をすべてやるとすればインフラ整備中心になり、それが出来ないとす

ればソフト面でマスタープラン的なものはできないか（要請書を出すにあたっては、JICA
事務所の寺門氏ともこれまで多くの協議をした）。既存の IT 設備を利用しつつより効率

的な内部事務が行えるようなアドバイスなど頂ければと思う。 
 倫理規定については、賄賂の問題実際に起きている（職員の意識、啓発の必要性）。これ

らがあるため、Op1 と 2 の弊害になっている。Taxpayer を管理するのでなく、仕えていく

という意識改革が必要である。 
 
３．アウトプット３：内部事務管理能力強化に想定される活動 
 Work Flow、各部署の役割分担の効率化、明確化（重複があれば、見直して改善）：workflow, 

Internal communication, information sharing, document management, 職員の啓発（倫理面な

ど） 
 人材開発に関する具体的なノウハウ、人材育成計画、人の配置などを含む中長期的な方

針、戦略の整備。 
 資料管理手法の効率化、内部規定の整備 
 職員の意識向上、啓発、倫理規定の整備 
 IT 戦略（既存のファシリティを活用しつつも、内部事務管理の効率化につながる工夫に

対してのアドバイス等） 
※ （アウトプット 3 に対する上記の活動内容に対し）当方からは、幅広いコンポーネン

トになっているため優先順位付けが必要と伝達。これに対し、先方からは内部事務・

管理の課題は総局長下強く思っており、GDT を 1 つのブランドとなるように、国家的

名誉として思ってもらえるような組織になるために、ぜひともこのようなアウトプッ

トを本プロジェクトの中で独立させてほしいと要望があった。 
 
入手資料：Human Resource Management and Challenges, PAFD, GDT (Jan, 2011)  
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1 月 13 日（木）GDT 各部署とのインタビュー（続き） 
14:00-15:30 
Large 
Taxpayer 
Department 
(LTD) 
 

面談者： 
Mr. Hopp Sek, Deputy Director, LTD 
Mr. Siep Phiro, Deputy Chief of Tax Audit Bureau, LTD 
Mr. TE Jeudi, Chief of Tax Return Bureau, LTD 
Mr. Sor Limsry, Chief of Second Tax Audit Bureau, LTD 
 
１．基本情報 
 スタッフ数：86 名 
 課：6 つの Bureau（Tax Audit Bureau だけで 3 部署に分かれている。分けている基準は特

にない。全国の大企業を対象に。Special+International Taxpayer も含む。） 
 Taxpayer service 課：納税者の新規登録、サービス提供（分からない人たちに対して WS、

相談に回答する等） 
 Return Processing 課：申告納税者の書類を受け取り、国立銀行に納金された額と照合。毎

月来ているかをチェック（中身のチェックは Audit 課で行う） 
 Tax Arrear Collection 課：納税をしない納税者のモニタリング、徴収、催促。 
 外資系企業：Special+International の割合（当部署では、Special の分け方はない）、2-3％ 

 
２．他部署との連携、情報共有について 
 Enterprise Audit Dept.：包括監査を実施するために、過去で簡易/机上監査の結果を先方に

提供することはある。その逆はない。また、1 つの会社で株主などが債務を知りたいとい

った時に、両方の部署が一緒に監査し証明を出す。 
 Taxpayer Service Dept.：納税者サービスは全国的な方針を決める部門。彼らは、それに従

って大企業に対するサービスをする。 
 LTD で対応している納税者はすべてが申告納税制度の企業である。 
 他支署（Khan, 州）との連携有無：Khan ブランチでその会社の規模が大企業になる場合

は、書類が LTD に送られ、その逆のケースもある。連携はこれまでスムーズに行われて

いる。 
 
３．納税者登録について 
 フロー：商業省で商業登録、その情報が経済省にくる。Tax Registration については自分

で企業が書類を持って Registration に来る（売上額によって、規模を超えていれば当部署、

そうでなければ Khan か州で受付している）。Taxpayer Service Dept.にはそれらの情報を送

る。 
 特定できないケースについて：確かに存在するが、それが問題になることはないと理解

している。情報が変わったときに各登録場所に変更する義務があり、税務署上の登記の

あるところにいる事業者に納税義務があるとみなしているため、問題になることはない。

Khan 間で住所が変わった場合、新しい Khan 事務所で登録してなくても、新しいほうの

Khan 事務所の地区で新しい企業が来たと分かったら移転手続きをするよう働きかけてい

る。 
 
４．その他 
 徴税額が増加している理由は：納税者自身が法律を守るようになったからと思われる。

商売の規模が大きくなるにつれ、悪いことをしていたら大きな罰則がふりかかってくる

という認識が高まった結果。また、納税者サービスを強化し、分からないことは教える

ことと、監査をきちんとするという２つの車輪がうまく機能した結果である。 
 日々の業務上の課題：Transfer Pricing について、その内容を十分に理解しておらず、対応

が困難。特に運送業などでは Transfer Pricing への関心は高い。 
 
５．プロジェクトの内容について 
 タスクフォースグループの設立について：良いと思う。ただし、最先端と Khan では対象

とする企業も異なれば、課題も違うため 1 つのグループ内でこれらの調整が大変だと予

想される。現状では必要に応じて資料のやり取り程度。 
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15:30-16:30 
Law Litigation 
and Statistics 
Department 
(LLSD) 
 

面談者：6 名 
Mr. Long Seng, Director of LLSD 
Mr. Khun Savoeun, Chief of Litigation Bureau, LLSD 
Mr. Sok Chheang, Chief of Law Bureau, LLSD 
Mr. Ouk Sometha, Chief of International Taxation Bureau, LLSD 
Mr. Chhun Khoeun, Deputy Chief of Litigation Bureau, LLSD 
Mr. Sok Chhieng, Chief of Law Bureau, LLSD 
 
１．基本情報 
 スタッフ数：48 名 
 Bureau 数：4 つの Bureau（課） 
 各 Bureau の業務内容について 

Law Bureau: 政策立案、関連法案策定 
International Taxation Bureau: 租税条約の交渉 
Statistics and Tax: 国税歳入の予測をたてる。全国の Stamp Tax もこの課で取り扱う。 
Litigation Bureau: 決定した税額に対して不満を持っている納税者が不満を受け付けて、対

応。60 件（2010 年）の申請（中小、大企業）に対し、棄却するのもあり、終わったのは 30
ケース。 
 
 納税方式と徴税額について 

Self-assessment regime:2010 年 10 月で 19,428 社が登録、徴税額は 17,160,428,717 リエル 
（2010 年 10 月） 
Estimated Regime:同 53,015 社が登録、徴税額は 16,733,677,952 リエル 

 GDT-Private Sector Tax Committee について：6 カ月に 1 回フンセン首相がチェアでやって

いる WG の 1 つ（プライベートセクター）。本委員会の議題は税務だけに限らない。企業

が問題提起し話し合う場所に閣僚が全員参加するものである（注：投資環境を円滑にす

るための環境整備の意識が強い）。 
 
２．プロジェクトへの要望 
 Law Bureau:３つの課題（Capital Gain、石油税、鉱物資源）。アメリカの財務省（石油に関

する法律作りに支援、それ以外の２つについてはどこからも支援はない）。Capital Gain
や鉱物資源に関する税制度・法整備に関して、国際スタンダードを満たした日本の経験

を共有してほしい。現行の税にかかる法律は 1997 年及び 2003 年改正のものを使ってい

る。 
 International Taxation Bureau: 近隣諸国との投資を促進するための交渉、日本では財務省に

よる国際租税条約に関するセミナー4 回実施（2004-2009、うち 2 回は本邦で 10 名参加）、

2009 年 30 名対象に条約・租税関連のセミナー実施（カンボジア）、ADB もこの部署に支

援（2010 年より、政策策定や枠組みに関する指導で、具体的な交渉術＋技術的な実務は

教えていない） 
 JICA には国際租税条約 transfer pricing をする WG（GDT 内の異なる部署より 17 名がメン

バー、当 Bureau より 4 名全員メンバー）があるので、そこへの協力をお願いしたい。 
 Statistics:国税歳入の見込みをつけていくうえで、その予測の立て方のノウハウを教えて

ほしい。 
 納税者サービス、政策：2011 年 2 月から土地の固定資産税（Property Tax）が導入される

予定であり、その際の納税者対応のノウハウも教えてほしい。最初は全国（23 州とプノ

ンペン市）の都市部だけで導入、その 2-3 年後には全国的に広める予定。この際の分析、

留意点などアドバイスがあれば有益である（貧困世帯に広めていった際、抵抗も予想さ

れるため）。なお、本 Property Tax は（外部の支援を得ず）自分達で作ったので、専門性

のある人に指導してほしい。同分野における日本での研修も有益と思われる。 
 Property Tax は企業ではなく個人が納税者となる。これ以外に個人が払う税金として、

Salary Tax、車両税、印紙税などが挙げられる。 
 
入手資料： 
１．統計データ（クメール語のもの）SAS と ES の登録企業数（2010 年 10 月） 
２． IMF Mission Data Request (all in Million Riel) 
３． 統計データ（クメール語２と３） 
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16:30-17:30 
Controlling 
Department 
(CD) 

面談者： 
Mr. Pol Bun Rony Roeung, Director of CD 
Mr. Nguon Sotheavy, Deputy Director, CD 
Mr. Im Sophal, Deputy Director, CD 
Ms. Meas Narom, Chief of First Controlling Bureau, CD 
Mr. Monh Saran, Chief of Inquiry and Cross Checking Bureau, CD 
Mr. Much Saovy, Deputy Chief of Second Controlling Bureau, CD 
Mr. Uch Vuthy, Deputy Chief of Second Controlling Bureau, CD 
Mr. Taing Kokseng, Deputy Chief of Inquiry and Cross Checking Bureau, CD  
 
１．基本情報 
 スタッフ数：30 名 
 Bureau 数：3 つ 
 部署としては新しくできたところ（2008 年 9 月）であり、具体的な業務内容はまだ不明

瞭。 
First Controlling Bureau:7 つの Khan を担当 
Second Controlling Bureau:23 州を担当 
Inquiry and Cross-cheking Bureau:関係省庁からの納税者情報を集め、研究調査する部署。

Cross-cheking する書類作り。新規に商業登録や事業を起こした際の登録情報を把握する。統

計情報（国勢調査）の実施。 
 商業省のコードとの整合性がないため、照合が難しい状況になっている（Taxpayer Service 

Dept.でその照合を引き継いでやっている）。 
 統計・調査はＰＰ市内（特に Daun Penh 地区）しかやっていない。 
 Khan ブランチの簡易監査実施に協力した実績もある（Daun Penh 地区でのホテル、ナイ

トクラブ、レストランなどの調査を通じて協力した）。 
 本部署の方針はまだ決裁が下りていないので公開できない。 

 
２．プロジェクトの活動、部署としての今後の方向性 
 JICA に対してというよりは、彼らの中で活動方針を作ったが、まだ総局長の許可待ち

（2011 年 4 月頃めど） 
 バウチャーシステムについても総局長の許可待ち。これまで、Prakas 法令もあったのだ

が、国税庁から格上げされた時点で過去の法令は無効になった。 
 部としておかれている上記のような立場から、プロジェクトの活動で何をしたいかにつ

いて部として以前明確に提示できないタイミングである。 
 当方からはプロジェクト枠組み案の概要を説明。 
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1 月 14 日（木）重点部署とのプロジェクトの枠組み協議（１） 
8:30-11:30 
プロジェクト

の概要協議）

（重点 4 部

署） 
 
 
 
 

面談者： 以下の部署より計 12 名 
 Personnel, Admin-Finance Department (PAFD) 
 Large Taxpayers Management Department (LTD) 
 Enterprise Audit Department (EAD) 
 Taxpayer Services & Tax Arrear Department (TSTAD) 
 Information Technology Department (ITD) 

 
１．納税者登録情報のフロー 
 受付は大企業であれば Large Taxpayers Mgt Dept.(LTU)、それ以外であれば Khan＋州事務

所で行い、その場で入力。かつ、納税者には申告方法などについて説明を行う。かつ、

Branch 及び LTU でモニタリングをしている（申告がない場合、総局長に連絡が入り総局

長の承認後 LTU または Branch から登録するように働きかける）。 
 その後、納税者登録のハードコピーは Taxpayer Service & Registration Dept.に送付され、そ

の部署のデータベースに入力している。 
 登録情報は納税者管理の目的で行っており（Taxpayer service Dept.で）、税務監査のためで

はない。Audit で使う資料は毎月の申告書類に基づいて実施しており、納税者登録の情報

に基づくものではない。Management Information System (MIS)の導入により、監査部、納

税者サービス部などすべての部署、支署で情報のアクセスが可能（現在は未導入） 
 登録していて、申告していない納税者が判明したら、Large Taxpayer Mgt.部の Tax Return

課で追跡調査を行う（部内に登録情報有、大企業に関して）。 
 Dept. of Enterprise Audit は登録情報持っていない。この部は Audit するだけで Management

していない。 
 
２．申告していないケースの対応 
 （Mgt 部署である LTU と Branch にて）登録後、数カ月様子を見て申告がないようであれ

ば、簡易監査または机上監査を行うこともある。さらに、申告をしていても内容がおか

しいことがあれば、GDT 総局長に年次報告をして、監査計画を作りそれに基づき EAD で

包括監査を実施する。 
 
３．プロジェクトのフォーカス（双方のずれ） 
 IMS の確立ができれば、業務の効率化につながる。各部署ではすでに登録システム確立

している。 
 （事務所より）日本として対応できるのは、ハード面ではなく、業務フローの改善にか

かる提言などソフト面である。ハード面であれば現時点では対応できず、もしそれを希

望するのであれば日本側で更に検討が必要。 
 納税者登録から申告にかかるフローはすでに確立しており、それを変えたいという必要

性は得に感じていない。ただし、IT システムの強化によりこれらが効率化できると考え

ている。 
 実務に関して、どうあるべきかを議論できる立場にない。一度各部署内に持ち帰り、要

請書と照らし合わせて総局長レベルまで含めプロジェクトの枠組みについて検討させて

頂きたい。 
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1 月 14 日（木）GDT 支署（プノンペン市内、Daun Penh 地区） 
14:30-16:00 
Khan Office
訪問 
（Daun Penh
地区） 

面談者： 
Mr. Haing Noukboth, Chief of Daun Penh (DP) Branch  
Mr. Liv Bora, Deputy Chief of Tax Audit Office, DP Branch 
Mr. Heng Samoeun, Tax Arrears Collection Office, DP Branch 
Mr. Van Sovann, Deputy Chief of Taxpayer Services Office, DP Branch 
Mr. Chip Chlteng, Tax Audit Office, DP Branch 
Ms. Sarin Ranie, Chief of Taxpayers Services Office, DP Branch 
Mr. Huone Sophan, Return Processing Office, DP Branch 
 
１．Daun Penh 地区支署の概要 
 スタッフ数：署長 1 名、副署長 4 名、4 つの課合計で 45 名（内訳は以下表参照） 

 
Offices Taxpayers 

Services 
Return 
Processing 

Tax Audit Tax Arrears

Chief 1 1 1 0
Deputy Chief 3 2 3 1
Staff 3 10 10 10
合計 7 13 14 11

 
 課（Office）の数：４つ（上記表参照） 
 各課の主な業務内容は以下のとおり 

Taxpayers Services:納税者サービス提供、納税者登録受付、入力、その他各種税［印紙税、輸

送税、レンタル税（土地や家）］、等 
Return Processing:申告者の受付、推計課税納税者の税額決定、等 
Tax Audit:申告納税企業に対して税務監査の実施、（必要に応じて）推計課税納税企業に対し

ても税務監査を実施 
Tax Arrears:未納者に対する書類作成、徴収等の他、国庫納入、会計帳簿記載、統計、等 
 
 本支署は GDT 設立時（2008 年）組織編制とともにしない 1 カ所の支署が 7 支署に分かれ

たことを受け、新設された。設立当時 60 名だったスタッフの一部が定年退職し現在では

スタッフ数 49 名。 
 本支署での徴税額の推移は以下のとおり。 

年 徴税額（合計） うち、申告納税方式 
による徴税額 

うち、推計課税方式

による徴収額 
2009 32,694.2 23,317.4 9,376.8
2010 46,610.0 33,268.4 13,341.6
増加率（2010/2009） 42.6％ 42.7％ 42.3％

（単位：百万リエル） 
 
２． 支署で抱える課題 
 納税者が納税することに消極的、非協力的なケースがあること（設立時に GDT 本部から

管轄地区に登録された企業の情報が与えられたが、そのうち約 5 割の企業が特定できな

かった）。 
 税務行政上の課題として、納税者サービス、啓発活動が徹底できていない（そのための

予算は支署レベルではなく、本部からの指示の基で動いている）。 
 強制的な対応（税務監査など）が十分に出来ていない（企業によっては最新のソフトな

どでの書類の作成や e-commerce 導入によりネット上で決済する企業もあるが、監査をす

る職員がこれら新しい方法でのビジネスを監査する能力が欠けている）。 
 このほか、輸出入業者（税関から情報提供困難）や銀行（顧客の個人情報保護の必要性）

などの職種でも監査に必要な情報を十分に得るにあたり限界がある。 
 定年退職する職員の増加：定年退職は 55 歳。最近になり多くの職員が退職した。2011 年

に GDT 全体で約 300 名の新規職員を雇用する計画があるが、雇用後しばらくの期間は研

修に入るため、すぐに実戦力とはならない。（2011 年の前には 2007 年に 200 名程度の職

員を新規雇用し、約 1 年間の研修後各配属先に配属された。彼らは皆大学卒であったが、

地方に配属になった職員の中にはやめてしまう人もいた） 
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 現職職員に対しては、支署内で毎週（月曜日の夕方 1 時間程度）職員向けに OJT を実施

している。講師は支署の副部長などが務める。 
 
３．その他、質問事項など 
 上記表で徴税額が 2009 年から 2010 年で増加した理由として、①地区内の企業数が増加

した、②未払い金の回収に努めた（2010年で 2000millionリエルの未払い金が回収された）、

③税務監査により実地調査がきちんと実施された、等が挙げられる。 
 納税者登録をした後、登録者がきちんと申告しているかどうかは Taxpayer Services 課の

Return Processing Office でモニタリングをしている。 
 登録漏れのケース有無について、以前は企業の登録情報が商業省（MOC）から十分に届

かないケースもあったが、最近では MOC より GDT に登録情報が送られ GDT で各管轄地

区の支署にその情報が振り分けられている。ただし、振り分けられた企業が特定できな

いケースも多い（Daun Penh 地区内のある地域では、68 社の企業が申告納税方式で登録さ

れているが、このうち特定できたのは 20 社程度。残りの 40 数社は未払いか廃業してそ

の届けを出していないものと考えられる）。 
 固定資産税（2011 年 2 月より導入予定）については、先日 GDT 内で各支署の管理職を対

象に 1 日間の研修を行った。それを各支署に持ち帰り、部下に伝えている。 
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Male Female Total

Headquarter/Central 247 72 319

7 Khan/District in PP 182 92 274

1 Kandal 11 61 19 80

2 Kompong Cham 16 58 8 66

3 Battambang 7 58 4 62

4 Siem Reap 7 55 5 60

5 Prey Veng 12 39 4 43

6 Takeo 10 37 3 40

7 Kampot 8 39 5 44

8 Kompong Chhnang 8 26 9 35

9 Banteay Meanchey 5 33 6 39

10 Pursat 5 25 4 29

11 Svay Rieng 7 26 2 28

12 Kompong Speu 6 32 3 35

13 Kompong Thom 7 22 5 27

14 Preah Sihanouk (SHV) 3 22 4 26

15 Pailin 2 18 4 22

16 Kratie 5 16 2 18

17 Ordor Meanchey 2 11 3 14

18 Koh Kong 4 11 1 12

19 Stung Treng 3 8 2 10

20 Ratanakiri 2 11 0 11

21 Mondulkiri 1 7 1 8

22 Preah Vihear 4 7 1 8

23 Kep 7 0 7

135 629 95 724

564 1058 259 1317

No of Staff

Grand-total

Number of GDT's officials in Municipal and Provincial Tax Administration

No

I

II

Total of Provincial Staff

Central/Provincial No of office
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